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平成30年３月７日（水曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第55号 平成29年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第58号 平成29年度宮崎県母子父子寡婦

福祉資金特別会計補正予算（第

１号）

○議案第73号 宮崎県安心こども基金条例の一

部を改正する条例

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・県立宮崎病院再整備の進捗状況について

・県立病院の経営改善状況について

・ みらいちゃんを救う会」寄附金の活用につい「

て

・宮崎県自殺対策推進センターの設置について

出席委員（７人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 日 髙 陽 一

委 員 西 村 賢

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 土 持 正 弘

病 院 局 医 監 兼
菊 池 郁 夫

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
阪 本 典 弘

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 川 原 光 男

県立日南病院長 峯 一 彦

県立日南病院事務局長 奥 泰 裕

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 青出木 和 也

病 院 局
後 藤 和 生

県立病院整備対策監

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 畑 山 栄 介

福祉保健部次長
椎 重 明

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健・医療担当）

こども政策局長 長 倉 芳 照

福 祉 保 健 課 長 小 田 光 男

指導監査・援護課長 池 田 秀 徳

医 療 薬 務 課 長 田 中 浩 輔

薬 務 対 策 室 長 山 下 明 洋

国民健康保険課長 成 合 孝 俊

長 寿 介 護 課 長 木 原 章 浩

医 療 ・ 介 護
内 野 浩一朗

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 日 髙 孝 治

衛 生 管 理 課 長 樋 口 祐 次

健 康 増 進 課 長 矢 野 好 輝

感染症対策室長 永 野 秀 子

こども政策課長 髙 畑 道 春

こども家庭課長 松 原 哲 也

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主査 甲 斐 健 一

ただいまから厚生常任委員会を○右松委員長

開会いたします。

平成30年３月７日(水)
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まず、委員会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時０分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、その他報告事項につきまして説明

を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

病院局でございます。よろし○土持病院局長

くお願いいたします。

今回、病院局から当委員会にお願いしており

ます議案はございませんが、その他報告を３件

させていただきます。

厚生常任委員会資料をめくっていただきまし

て、目次をごらんいただきたいと思います。

１件目は、県立宮崎病院再整備の進捗状況に

ついてであります。前回、１月の当委員会以降

の状況について御報告をいたします。

２件目は、県立病院の経営改善状況について

であります。経営改善につきましては、県立病

院経営改善事業といたしまして、ＤＰＣ制度の

分析を、今年度初めて、コンサルティング会社

に委託をいたしましたが、その事業の効果等に

ついて御報告をいたします。

３件目は 「みらいちゃんを救う会」寄附金の、

活用についてであります。これは、みらいちゃ

んを救う会から昨年度いただきました寄附金に

ついて、今年度各病院で医療器械の購入等に活

用させていただきました。このことについて御

報告をするものであります。

詳細につきましては、次長より説明いたしま

すので、よろしくお願いをいたします。

私からは以上であります。

委員会資料の２ページをお○阪本病院局次長

開きください。

まず、県立宮崎病院再整備の進捗状況でござ

います。

まず、１、県内設備工事関連団体との意見交

換ということで せんだっての委員会でマーケッ、

トサウンディングということで、県外を中心と

した大手のコンサル８社の意見聴取について御

説明いたしました。その後、主に県内の電気関

係の電業協会、それから管工事の協同組合連合

会、冷凍空調の工業会の各団体との意見交換を

行いました。それぞれ約１時間ほどの意見交換

でございましたが、その中で（４）にございま

すように、まず、入札の参加要件についてなる

だけ緩和をしてほしいというようなお話がござ

いました。それから、発注区分としましても、

やはり一括ではなく分離での発注をお願いした

いという声がございました。

それから参加意欲につきましても、ぜひ参加

したいと。そのためにも、できるだけ早い時期

に発注時期、入札参加要件等の情報提供をお願

いしたいという意見がございました。

こういった御意見を参考にいたしまして、今

後、実施設計への反映ですとか、入札公告の参

加条件についての検討を進めてまいりたいと考

えているところでございます。

次に、２のエネルギーサービス事業について

でございます。事業内容につきましては、前回

の委員会で御説明申し上げました。先月末まで

に公募いたしまして、ある程度複数の応募がご
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ざいました。

なお、これらの業者名ですとか、具体的な数

字につきましては、今後のプロポーザルにつき

まして影響がございますので、公表を差し控え

させていただきますが、このエネルギーサービ

ス事業自体が、10億を超える大規模な事業であ

るということ、かなり専門性を必要とする事業

でありますことから、実際に応募がありました

のは県外の専門の業者というところまでで控え

させていただきたいと考えております。今後、

今月中にヒアリングを実施いたしまして、最優

秀者を１者、優秀者を１者選定する予定として

おります。

次に、３ページ、院内利便施設運営事業者の

公募でございます。

これはいわゆる売店、それから食堂がござい

ます。これを新病院におきましても整備をいた

しますので、この施設を運営する業者を公募す

るものでございます。一応今回は、この売店と

飲食店部分を分離し、それぞれで公募を予定し

ております。公募につきましては、今月中に公

募を行いまして、事業者の決定は、５月中を予

定しているところでございます。

続きまして、４ページをお開きください。

県立病院の経営改善状況についてでございま

す。

この事業では、今年度から病院改善事業に取

、 （ ）り組んでおるところでございまして １の ２

にございます、グローバルヘルスコンサルティ

ング・ジャパンという専門のコンサルティング

会社に委託を行っているところでございます。

契約額は5,270万円余りでございまして、まだ３

月末までの事業を残しておりますけれども、こ

。れまでの実施状況について御説明をいたします

２の事業効果等でございます。結論から言い

ますと、年度の見込み額としまして、収支の改

善、収入の増、費用の削減の効果として約２

億5,000万円の収支改善効果を見込んでいるとこ

ろでございます。

具体的には、４月に着手いたしまして12月末

までの実績の数字が１億8,800万円ございまし

た。これを単純に９カ月で割り、12カ月で掛け

戻した数字がこの２億5,000万円という数字でご

ざいます。

５ページをごらんいただきまして、この内訳

でございます。まずは、収益の確保、収入の増

でございます。これが9,900万円でございます。

内容といたしましては、救急医療への取り組み

の増ですとか、入院患者の医療提供の強化。あ

と３つ目、日南病院でございますが、地域包括

ケア病棟の運用強化、こういったことを行いま

して9,900万円の増。

一方、費用削減の効果でございますが、医療

資源、これは主に薬剤、医薬品といったものの

効率化、それから業務見直しに伴います、主に

看護師の時間外手当の削減、これによりまして

１億5,100万円の支出の減の効果が見込まれると

ころでございます。

また、直接収益には影響しませんが （２）Ｄ、

ＰＣ分析に基づく医療提供体制の効率化という

ところで、これは３病院とも各診療科ごとにミ

ーティングを行いまして、チーム医療の一層の

推進、またベッドコントロールでベッドの利用

率を高めるといった見直し等を行いまして、平

均在院日数の短縮、それから１日の入院単価の

上昇で、３病院ともかなりの数字を上げること

ができたところでございます。

（３）看護業務の改善ということで、看護師

の勤務形態の見える化を行いまして、業務内容

の見直しを行いました。その結果、看護記録
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今電子カルテでございますが、こういった─

看護記録ですとか、三交代制を行っております

ので、交代の際の申し送り、こういった時間を

短縮することができました。その分、患者への

看護ケアの時間を増加することができておりま

す。

こういったことによりまして看護師の勤務環

境の改善を図るとともに、患者サービスの向上

。ということも実績を上げたところでございます

時間としまして、３病院で2,772時間、前年度比

で1.9％縮減いたしまして、時間外手当も約600

万円の縮減があったところでございます。

最後に、６ページをお開きください。

「みらいちゃんを救う会」寄附金の活用でご

ざいます。このみらいちゃん、御記憶にあるか

と思いますが、心臓病ですね、拘束型心筋症と

いう難病を抱えておられたこの大林未来ちゃん

の心臓移植を行うということで、会が寄附金を

募りまして、目標額をかなり上回る寄附がござ

いました。その残余につきまして、私ども県病

院に対しまして、１病院1,000万円ということ

で3,000万円、一昨年寄附をいただいたところで

ございます。

活用実績といたしまして、４にそれぞれ記載

をさせていただいております。具体的には、７

ページに写真を載せておりますけれども、主に

小児科を中心とした各診療科等に医療器械など

を設置させていただいたところでございます。

みらいちゃんを救う会に対しましても、文書で

この報告、それからお礼を申し上げているとこ

ろでございます。

私からの説明は以上でございます。

執行部の説明が終了しました。○右松委員長

その他報告事項についての質疑をお願いしま

す。

最初の県内設備工事関連団体との○井本委員

意見交換会の入札参加要件のところ、参加条件

は施設の面積要件のみを希望すると書いてあり

ますけれど、ほかにも条件としてはあり得るん

ですか。

条件としましては、○後藤病院局整備対策監

通常の条件つき一般競争入札と同じ条件プラス

アルファが面積要件であったり、例えば建物要

件であったりということなんですが、今回の場

合は、建物要件いわゆる病院については実績が

ないということで、それについて外してほしい

と。面積だけはある程度できますからというこ

とで、そういう話がありました。

それでも問題はないということで○井本委員

すかね。

皆さん、ある程度建○後藤病院局整備対策監

物の面積については実績があるということで、

参加できるということで。

もう一つは、県内業者につきましては、代表

、構成員になることは余り思っていないみたいで

第２、第３構成員としては面積要件だけでいい

んじゃないかと、そういう意見でした。

関連ですけれど、空調は恐らくＥ○丸山委員

Ｓのほうに移行されるんだろうと思いますけれ

ども、排水とか電気なんかも、恐らく近いよう

なところで工事を並行してやれるイメージを

持っていいのか。空調の場合は全然別なところ

を、配管といいますか配線するというイメージ

のような設計になっているのか。その辺を教え

ていただくとありがたいかなと思います。

、○後藤病院局整備対策監 空調につきましては

いわゆる冷媒管ですね 水であったり温水であっ、

たり等を運ぶ管が入るんですが、管工事組合に

つきましては給排水がメーンになります。基本

的に近い場所での施工にはなりますが、もとも
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と施工方法が若干違いますので、やっぱり専門

家ということで空調は空調、給排水は給排水と

いうことで組合は思っています。

分離発注したときに、逆にうまく○丸山委員

調整ができないとか、そういうこともうまく考

慮できるということで分離発注可能と考えてい

るのか。要望で、できれば分離発注してほしい

ということなんですけれど、できるだけ早く発

注時期とか条件をどうするのか情報提供を希望

。 、するというのが書いてあるんです 具体的には

どういう時期にというのをまだ検討中なのか、

いつぐらいに議会に報告するのか、議会より前

に出すのか、どういうタイムスケジュールを考

えているのかを教えていただくとありがたいか

なと思います。

、○後藤病院局整備対策監 時期につきましては

、まだ検討中ということで確定ではありませんが

現在、設計が10月ごろに終わるということで、

それ以降に金額が固まり次第、11月なりに、ま

ず入札参加条件について公表したいと考えてお

ります。その後に設計書等を公表するような形

でいきたいと思っているんですが、要綱等はま

だ今からの話で、確定ではお話できません。

ただ、これまでは、入札公告が例えばＷＴＯ

であれば３カ月前になるんですが、そういった

ものより早目に一回出して、ＪＶとかも１カ月

程度組める時間をとれるような形で早目の公表

を考えております。

県の防災拠点庁舎で発注をやって○丸山委員

いるんですが、いろいろ聞いてみますと、そこ

でもなかなか人手が少なくなってきているとい

う話も聞いてます。駅前にＪＲ関係のビル、国

体とか、なってくると、今後この県立病院、人

、手が足りるのかなと非常に心配しておりまして

。本当に大丈夫なのかなという思いがあるんです

その辺の人手はどうなのか、今どういう状況な

のかというのは３つの協会に聞けなかったもの

か、教えていただくとありがたいかなと思いま

す。

職人の状況につきま○後藤病院局整備対策監

してもお聞きしました。ただ、これはどこの工

事現場も一緒でしょうが、現在、職人が高齢化

しておりまして、その分引退される方もいらっ

しゃいます。一方で、若い方がなかなか入って

こないということがありまして、どこの現場も

職人不足というのはあるということで聞いてお

ります。

ただ、事前に、いつにこういった工事ができ

ると、例えば早目早目に状況がわかっていれさ

えすれば、その職人の確保というのは可能であ

ると聞いております。

先ほど言いましたように、今後、○丸山委員

、 、県だけじゃなくて 民間工事も含めて市の工事

多分、市もアリーナをつくるとなってくると、

本当にどんどん人手不足といいますか、奪い合

いになってしまうようなことが想定できるもん

ですから。ある程度早目早目に発注のデータを

開示していただいて調整していかないと、恐ら

、 、 、く できるものもできなくなったり もしくは

先ほど技術者が少ないということで未熟な技術

者が入ってしまって、不測の事態が起きないよ

うに、しっかりやっていただきたいと思ってお

、 。りますので よろしくお願いしたいと思います

あと３ページに売店関係のことが書いてある

んですが、これは公募型プロポーザルというこ

とですけれども、できるだけ県内のほうにとい

うのが可能なのか。県外の資本がどんと入って

きても、余りないのかなと思って。その公募型

のスタイルでは、できるだけ県内に本店、本社

があるとかというのは含まれているのか教えて
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いただくとありがたいかなと思っております。

そういうようなことを含めて可能なのか。

公募の条件につきま○後藤病院局整備対策監

しては、ここに書いてありますように一定の実

績ということで考えております。

売店につきましては、県内、県外どこでも構

いませんが、一定程度の病床数を持つ病院での

実績があることということで考えております。

飲食店につきましても、県内外である程度３

年以上の飲食店の実績ということでしか縛って

おりませんので、県内、県外は特に縛りはあり

ません。これまで、日南、延岡ではコンビニが

入っております。こういうところはやっぱり大

手資本でございますが、実際はフランチャイズ

ということで県内の方がやってらっしゃいます

ので、大手資本が入ってきても実際は県内の方

ができると考えております。

レストラン、カフェとかは、でき○丸山委員

るだけ県内の方々に呼びかけていただいて応募

してもらいたいなという気持ちがあるもんです

から、それに対する働きかけとかあるのか。た

だ待っているだけなのか。できるだけこういう

ふうに場をつくりますのでということを、県内

の方々に。今のレストランとかがどういうふう

、な委託になっているかよくわからないんですが

大手が入ってきてしまっている状況なのか、含

めて教えていただくとありがたいかなと思いま

す。

現在、延岡病院、日○後藤病院局整備対策監

。南病院につきましても飲食店が入っております

宮崎病院につきましても飲食店が入っておりま

して、宮崎病院の飲食店につきましても、現在

引き続き応募できるような条件では考えており

ますが、議員がおっしゃったように、一々それ

ぞれに紹介するスタンスはとっておりません。

広くそういった方にも紹介していきたいと考え

ております。

飲食組合とか県のほうであります○丸山委員

ので。県内の方々がこんだけ景気が悪い悪いっ

て言いつつ、情報をもう少しやっていただけれ

ば、ひょっとしたら参加できる、手を挙げてく

る方も。県内の少しでも多くの方々に参加して

もらえるような情報伝達というのは、これまで

の公みたいに、待っているだけじゃなくて、も

う少し情報提供をできるような体制も含めて検

討していただくとありがたいかなと思います。

よろしくお願いします。

今から公募に入りま○後藤病院局整備対策監

すので、そういった情報提供をしていきたいと

考えております。

、○井本委員 カフェレストランぐらいのことは

大企業じゃなくてもできることなんだから、県

内を最優先するというのは当たり前のスタンス

だよ。だから、よしんば県外から応募があって

も、やっぱり県内を最優先するという態度を持

たんと私はおかしいと思うがね。局長、どう思

うかね。

これも公募型のプロポーザル○土持病院局長

ということですので、条件は特に県内外つけま

せんけれども、そこはプロポーザルでございま

すので、十分皆様の御意見というものは踏まえ

て対応していきたいと思います。

プロポーザルといって最初に何を○井本委員

もって利点とするか決めるわけだから。その利

点というところに県内というのをやっぱり一つ

置くべきだと私は思うんだがね。

そういう意味で申し上げたつ○土持病院局長

もりでございます。

そうですか。ありがとうございま○井本委員

す。わかりました。
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これは一度決まってしまえば、例○西村委員

えば５年、10年の区切りなく、半永久的に契約

した会社がずっと権利を有するのか。家賃とか

そういうものの条件というのは、年々どうなっ

ていくのか教えてください。

、○後藤病院局整備対策監 今回整備した飲食店

売店につきましては、病院開店時から５年間の

契約になっております。テナント料につきまし

ては、県の賃貸料の要綱がございますが、それ

に沿った形で計算しております。

これまで入られていた業者にも、○西村委員

、先ほどチャンスがあるということでしたけれど

そこがもし継続しなかったら、そこで雇用され

ていた方は、一度退職というか首になってしま

うこともありまして 先ほど井本議員からもあっ、

たように、そこら辺も配慮してですね。年々見

直していくというのは非常に大事なことなんで

、 、すけれども できれば新しく受注した会社にも

それまで雇用されていた方を継続して雇用して

いただくような配慮というか取り組みもつけ加

えていただくといいのかなと思います。もっと

言えば、いろんなものが今、全自動化じゃない

ですけれど、人が余りかからないようなシステ

ムに移行していますから、そこもいろんなプロ

ポーザルがあるとは思うんですが、そこはいた

し方ないとしても、そういう雇用とかが継続さ

れることを希望したいと思います。

この関連でほかにあれば。○右松委員長

反対意見では全くないんですけれ○日髙委員

ども、売店だったりレストランというのは本当

に地元の者にしてほしいなというイメージがあ

るんですけれども。僕のイメージでは、県病院

というのがすごく何か暗いイメージがあるんで

すよ。日南に行ったとき、こんなに明るいんだ

というイメージがすごくあったんですけれど、

病院であるからこそ何か病院の中に光があるよ

うな感じで、楽しそうな雰囲気のカフェとかも

いいのかなと思って。カフェは逆に若い方が集

まってくるような感じのカフェでもいいのかな

と。できたら、そういうアイデアも入れてほし

いなという要望でございます。

参考意見ということでお願いし○右松委員長

ます。

入札のほうはよろしいでしょうか。

その改善状況、すごいなと、やっ○井本委員

ぱりさすがだなと。グローバルヘルスコンサル

ティング・ジャパンというのは大したもんだな

。 、と思っておるんですが これの手法というのは

やっぱりＶＥなんかが中心のやり方なんでしょ

。 。うか その辺の細かいことはわからないですか

このグルーバルヘルスジャ○阪本病院局次長

パンは、日本国内でも700以上の病院のこういっ

た経営改善の実績を持っております。

このＤＰＣ制度というのは、細かい診療の中

身について細かいデータ、膨大なデータがござ

います。ここがやはりこれだけたくさんの病院

をコンサルすることで膨大なデータを持ってお

ります。その結果、ベンチマーク分析という彼

ら独自のシステムを持っておりまして、要は、

一個一個の病院というのは、結局はドクターそ

れぞれが診療を行っておるんですけれども、個

別の治療を行う中で、１つの薬を一体どれだけ

、使っているのかという細かなデータというのは

あるようで、今までなかったんですね。これを

彼らが膨大なデータを分析することによって、

例えばこういうのがありました。宮崎の病院の

中で、ある薬を使っておりましたけれども、そ

れはそれぞれのドクターが大学で勉強し、そし

ていろんな実績に基づいて、これが一番いいん

だということで実際の投薬を行ってらっしゃっ
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たんですけれども、実際、県病院においては、

手術後８日間投薬を行っておったんですね。と

ころが、このベンチマークシステムで大体同じ

規模の病院を見てみると、大体５日ぐらいで十

分治療実績が上がっているというのがわかって

おります。

こういった膨大なデータに基づくこのベンチ

マークシステムによって、今までドクターがこ

れだけ必要だと思っていたのが、実際に比較し

てみると、そんなにしなくても十分治療効果が

出るんだというデータに基づいてのこういった

経営改善、これはごく一部ですけれども、そう

いったことの積み重ねによってこれだけの数字

が見込まれているところでございます。

改善の予定が２億5,000万円ぐらい○丸山委員

あるということ。これ予定どおりなのか、それ

以上だったのか、教えていただくとありがたい

んですが。

できればもっと上がってほ○阪本病院局次長

しいと期待しております。といいますのは、こ

の２億5,000万円、先ほど申し上げました４月か

ら12月までの実績でございます。当然ながら経

営改善に取り組んで、すぐに４月から実績が上

がっているわけではございません。また、各診

療科につきまして、大体月に２回ほどぐるぐる

回ってもらっているんですけれども、最後の診

療科は、一番遅いところで９月に着手しており

ます。ということは、実績のない４月、５月、

。６月というのも当然この平均に入っております

後の１月、２月、３月というのは、しっかりそ

の経営改善効果がフルに出てきておると期待で

きますので、恐らく２億5,000万円をもうちょっ

と上回る数字になるんではないかなと期待して

いるところでございます。

今後、このＤＰＣに関しては、何○丸山委員

年ぐらい継続するのか。それともずっと継続す

るのか。どういう考え方でいるのか。教えてく

ださい。

ＧＨＣへの委託は、ことし○阪本病院局次長

１年の契約でございます かなりの効果が上がっ。

ているというのが実感できております。

また一方、それをある程度繰り返すことで定

着できるということ。それともう一方は、特に

ドクターはある程度異動もありますので、定着

させるという意味では、やはりこれを複数年取

り組むのがいいのではないかなということで 30、

年度については同じ事業を計上させていただい

ております。他の病院を見ますと、大体３年か

ら長いところで７年契約しているところもある

ようでございます。

あと気になりますのは、医師との○丸山委員

関係、看護師との関係。これが外部からばっと

言われてしまって、ちょっとぎくしゃくすると

か、そういうことはなかったのか教えていただ

くと。経営だけよくなってきても、雰囲気が悪

くなったよっていうことだったら、結局意味が

ないもんで、その辺を教えていただくとありが

たいかなと思います。

議員のおっしゃるよう○菊池県立宮崎病院長

に、やっぱり人間は外から指摘されると、なか

なかカチンとくることもあるもんですが、例え

ばＧＨＣが提示している抗生剤が５日がいいよ

というのは 基本的には彼らが言っているんじゃ、

なくて、ガイドラインで出ている数字なんです

ね。ガイドラインに出て、それでほかの病院も

使っていますよということですが、スタッフは

いろんなことをやらなくちゃいけないんで、全

部のガイドラインをフォローしているわけじゃ

ないんですね。だから具体的にＧＨＣからそう

いうことを言われると、そうなのかということ
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でやっております。コンサル会社から来ていろ

いろ言うときは、我々のところでも課長クラス

がバッファーになって、しっかり理解して、自

分のところのスタッフに理解というか指導する

ということで こういう結果になっているんじゃ、

ないかと思っております。

そうであればいいなと、ちょっと○丸山委員

。心配したもんですから聞かせていただきました

それと入院日数がそれぞれ短縮されているん

ですが、これは一般の病院の方々と連携しない

といけない、その辺がうまくいかないとできな

いかなと思うんですけれど、その辺は、このグ

ローバルジャパンのほうが、何かそういうノウ

ハウも早く伝えていたのか。助言のおかげで入

院日数が少なくなった、投薬の関係が早くてよ

、 、くなったから そういうふうに転院できたのか

教えていただくとありがたいかなと思います。

委員のおっしゃるとおり、○阪本病院局次長

やはりこの地域の民間の病院との連携、これは

従来からの課題でございまして、３病院とも取

り組んでいたんですけれども、やはりなかなか

具体的に気づかない点というのもたくさんあっ

たようでございまして。このＧＨＣを入れるこ

とによって、そういった地域の病院との連携と

いうことにもかなり取り組むことができたよう

でございます。もちろん治療内容の効率化とい

うのも大きいところでございます。

この入院短縮によりまして、やはり患者の方

にとっては、それだけ入院期間が短くて済みま

す。当然時間も短縮できますし、費用、入院費

も抑えることができます。また、場合によって

は急性期のみを県病院で担い、回復期について

は自宅近くの病院でということで、そういった

意味でも患者の方にとっての負担の軽減にもか

なりつながったものと考えております。

これだけ実績が上がっているんで○丸山委員

あれば、各市町村の公立病院も非常に苦労され

ていると聞いているもんですから、これだけ実

績が上がりましたよということで、市町村の公

立病院に、これを活用してはどうですかという

ようなことをやったりとか。私立病院でも困っ

ている病院が今後出てくるかもしれない。そう

いうのをうまくＰＲしてほしいなと思うんで、

その辺のことは考えられないんでしょうか。

このＧＨＣが取り組んでお○阪本病院局次長

りますのはＤＰＣ制度を中心とした経営改善で

ございまして、県内の県病院以外の公立病院が

詳細に記憶しておりませんが、恐らくＤＰ─

Ｃではなかったと思っておりますので そういっ、

た意味ではなかなかちょっと使いにくのかなと

考えております。

ほかの公立病院はＤＰＣ制度では○丸山委員

なくて、どういう制度、いろいろ制度があると

いうことを含めて教えていただくとありがたい

かなと思うんですが。

基本的には、県立病院も昔○阪本病院局次長

、 、はそうだったんですが 出来高制といいまして

実際に行った治療がその診療報酬の対象になる

んです。このＤＰＣの場合、包括ですので、症

例ごとにこれだけの日数、これだけの費用がか

かるというのがあらかじめ決まっているのがこ

のＤＰＣ制度。一定規模の病院でないと、やは

り対象にはなっておりません。

宮崎の場合、３つが大きな病院で○丸山委員

す。日南病院、延岡病院とそれぞれできている

ということは、ある程度の病床があればできそ

うな気がするんです。県内の公立病院を含めて

移行しようという形も可能なんでしょうか。

恐らく病床数ですとかいろ○阪本病院局次長

んな要件が。済みません、私も具体的にはわか
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りませんけれども、その要件に該当するところ

は、基本的にはＤＰＣ制度に移行しているかと

考えております。あとは条件に合致しない病院

。については出来高制になっているかと思います

現在、県内でＤＰＣの対象病○土持病院局長

院というのが17病院でございます。延岡西臼杵

は延岡病院のみ、日向入郷が２病院、宮崎東諸

県が宮崎病院を含めて９つ、日南串間が日南病

院のみ、都城北諸県が４つという状況でござい

ます。

条件として、ちょっとはっきりしていないん

ですけれど、たしか病床数が200床以上だったと

思います。違っていましたら、また後ほど訂正

いたします。

平均在院日数は少なくなってるん○井本委員

だけれど、稼働率は上がっているんですか。

、○阪本病院局次長 そこが課題でございまして

短縮し、そこに新規患者を入れ、病床利用率を

上げることが最も理想でございます。

結果といたしまして、今、延岡・日南につき

ましては、短縮とともに、ある程度病床利用率

も上がってきております。宮崎病院につきまし

ては、先ほどお話があった、いわゆる地域の民

間病院との連携というのを今院長を中心に進め

ておるところでございます。今のところ、まず

は在院日数の短縮が先に進んでおりまして、病

床利用率は残念ながらまだ上がっていない状況

ではございますが、恐らく、今進めております

この地域連携によりまして、今後これが上がっ

ていくものと期待をしております。

今、何％ぐらい。○井本委員

済みません、今手元に数字○阪本病院局次長

がございませんが、宮崎はまだ70％ちょっと超

えるぐらい。延岡では、今90％を超える状況で

ございます。

今のベッドコントロールをする中○有岡委員

で、宮崎病院の稼働率が70％と。やはり原因と

しては、受け入れてもらえる側の病院とどれだ

け協力、連携をとっていくかというのが課題だ

ということで。

兵庫県の尼崎病院に行ったときに、登録医申

請書とかそういう形で協力してもらうとか、そ

ういうことを積み重ねてらっしゃったと伺って

いるんですが。今の体制の中で、県病院ができ

、上がるまでのスパンが大事だと思っていまして

できるだけ早い段階で取り組む必要があると。

その取り組みの中の具体的な現状をまず押さえ

、 。ておきたいと思うんですが いかがでしょうか

医療連携科を中心にし○菊池県立宮崎病院長

まして、患者さんを紹介してくれたところを協

力施設ということで、年に１回あるいは２回、

院内の紹介誌で情報を流しております。既にや

りましたが、県病院がやっている先端医療の勉

強会等でも、開業医の先生とかを集めて交流を

持っております。それから、がん診療とかいう

ようないろんなネットワークがありますので、

そういうときも一緒に皆さん集まっていただい

て、フェース・ツー・フェースの関係をさらに

強めているというような状況でございます。

それぞれの専門医がいらっしゃる○有岡委員

中で、その専門の受け皿がどれぐらいあるのか

、というのも一つの課題だと思っているんですが

今後宮崎病院からできるだけ早く退院をしてい

ただいて、そちらに移行する。そこら辺の連携

をもう少し見える形にしていく取り組みが必要

なのかなと思っていますので。以前、福岡日赤

病院が90％ということで、今延岡病院も90％で

すので、ぜひ90％の稼働率を目指して、またお

願いできればと思っています。よろしくお願い

します。
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ほかにありますでしょうか。○右松委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他何かあります○右松委員長

でしょうか。

みらいちゃんを救う会というのは○丸山委員

本当ありがたいなと思っているんですが、私、

これだけ機材・器具を購入できていると、初め

て知ったもんですから。このみらいちゃんを救

う会には、ありがとうございましたとかそうい

うお礼といいますか感謝状とかやっていらっ

しゃるのか。あと、なかなか我々も勉強不足で

知らなかったものですから、マスコミを含めて

どういう報告したのか教えていただくとありが

たいと思います。

まず、救う会につきまして○阪本病院局次長

は、ほぼこれと同じカラーの写真に、お礼状を

つけましてお送りさせていただいております。

会の方からも、丁寧な報告ありがとうございま

すという御返事をいただいたところでございま

す。

、 、 、なお マスコミ報道につきましては きょう

この形で初めて公に、実績につきましては報告

しているところでございます。

せっかくですので、これだけでは○丸山委員

なく、もう少ししっかりとした感謝状なり、来

ていただいて それをマスコミに報道してもらっ、

たほうがよかったんじゃないかなと思ったもん

ですから。せっかくの寄附をしていただいた方

々に対してもお礼を含めてＰＲしたほうがいい

のかなと思いましたので、改めて言わさせてい

ただきました。

実際、救う会自体はもう解○阪本病院局次長

散しておられるんですけれども、まだ事務局の

方はおられますので、御相談をさせていただい

て検討させていただきたいと思います。

それでは、その他何かあります○右松委員長

でしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって病院局○右松委員長

を終了いたします。執行部の皆様、大変お疲れ

さまでございました。

暫時休憩いたします。

午前10時42分休憩

午前10時44分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

まず、当委員会に付託されました議案等につ

いて、概要説明を求めます。

おはようございます。福○畑山福祉保健部長

祉保健部でございます。

まず初めに、今回の新燃岳の噴火活動に係る

当部関連の主な被害及び対応状況等につきまし

て、口頭での御説明となりますが、冒頭で御報

告を申し上げます。

現時点では、福祉関連施設や医療機関、県有

施設等におきまして、人的被害、施設・設備等

の被害の報告は受けておりません。

なお、都城市の御池青少年自然の家につきま

、 、しては 通常どおり運営を継続しておりますが

。主催しているイベントを１件中止いたしました

また、現時点で利用予定のキャンセルが２件

あり キャンセルの人員数は 実数で71名となっ、 、

ております。

次に、対応状況についてでありますが、県の

各保健所においては、県民からのさまざまな健

、康相談に対応できる体制を整備しておりますが

これまでに、相談は寄せられておりません。

また、西諸県及び北諸県の管内を中心に高齢

者、障がい者、保育関係の社会福祉施設等に対

しまして、非常用備品の確保や早目の避難など
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適切な事前準備に向けた注意喚起文書の発出を

、 、行いますとともに 関係の市や町に対しまして

福祉避難所の適切な開設に向けた助言を行った

ところであります。

今後とも、市町村や関係機関等と連携しなが

ら、適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

それでは、当委員会に御審議をお願いいたし

ております議案等につきまして、概要を御説明

申し上げます。

まず、お手元の厚生常任委員会（補正）資料

の表紙をおめくりいただきまして、目次をごら

んください。

福祉保健部関係の議案は、１つ目の丸にあり

ますとおり、平成29年度２月補正予算の関係議

案のほか、特別議案としまして、宮崎県安心こ

ども基金条例の一部を改正する条例をお願いを

しております。

これらの議案のうち、私のほうからは、補正

予算の概要について御説明をさせていただきま

す。

１ページをごらんください。

平成29年度福祉保健部２月補正予算の概要に

ついてでございます。

表の左から４番目の列、２月補正額の欄の下

から３番目でありますが 当部では一般会計で71、

億4,003万1,000円の減額補正をお願いしており

ます。これは、介護保険対策費や国民健康保険

助成費などの執行残等、並びに各事務事業の経

費節減に伴う執行残などにより減額となったも

のでありますが、一方で、国の追加配分や補正

予算に伴いまして、地域医療介護総合確保基金

への積み増しや介護福祉士等の養成・確保等に

係る経費の増額をお願いするものであります。

この結果、右の欄にありますとおり、福祉保

健部の２月補正後の予算額は、一般会計で1,028

億2,872万9,000円となります。

各事業の具体的内容は、後ほど担当課長から

御説明をいたします。

次に、繰越明許費補正についてであります。

平成30年２月定例県議会提出議案（平成29年

度補正分）と記載されている議案書でございま

すが、これの９ページをお開きください。

福祉保健部の関係で新たに追加をお願いする

事業は、上から３つ目の民生費、障がい福祉サ

ービス事業所施設整備事業から、その７つ下の

衛生費、地域密着型サービス施設等の整備事業

までの８件でございます。これらは、事業主体

において事業が繰り越しとなるものや、国の補

正予算の関係により工期が不足することなどに

よるものでございます。

以上が、補正予算の概要でございます。

特別議案である安心こども基金の条例改正案

につきましては、担当課長から御説明申し上げ

ますので、補正予算案とともに御審議いただき

ますようよろしくお願いいたします。

続きまして、お手数ですが、再度、厚生常任

委員会資料をお願いいたします。

表紙の目次の最後の項目でございますが、そ

の他報告事項といたしまして、宮崎県自殺対策

推進センターの設置についての１件でございま

す。

詳細につきましては、担当課長から御説明申

し上げますので、よろしくお願いいたします。

私のほうからは以上でございます。

部長の概要説明が終了いたしま○右松委員長

した。

次に、議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。
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。○小田福祉保健課長 福祉保健課でございます

私のほうから、議案第55号「平成29年度宮崎

県一般会計補正予算（第６号 」につきまして、）

御説明をさせていただきます。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料をお願

いいたします。福祉保健課のところ、111ページ

をお開きください。

福祉保健課の補正予算額は、左から２つ目の

補正額の欄にありますとおり １億1,695万4,000、

円の減額補正であります。この結果、補正後の

予算額は、右から３つ目の補正後の額の欄にあ

、 。りますとおり 111億4,524万5,000円となります

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。113ページをお開きください。

まず （事項）職員費の1,785万8,000円の増額、

補正であります。これは、人事異動や給与改定

等に伴う支給額の増によるものであります。

次に、その下の（事項）社会福祉総務費2,144

万5,000円の増額補正であります。これは、説明

欄１にあります介護福祉士等養成・確保特別対

策事業の増額補正に伴うものでありますけれど

も、内容につきましては、厚生常任委員会資料

で御説明させていただきますので、お手元の厚

。生常任委員会資料の２ページをお開きください

、 、まず １の目的・背景でございますけれども

高齢化の急速な進行等によります福祉・介護分

野の人材不足に対応するため、現在実施してお

ります介護福祉士修学資金等貸付事業の貸付原

資の積み増しを行うものであります。これによ

りまして、若い人材の福祉・介護分野への参入

や離職した介護人材の呼び戻しの一層の促進を

図ることとしております。

次に、２の事業概要についてであります。

（１）の介護福祉士修学資金貸付及び（２）

の社会福祉士修学資金貸付でありますが、介護

福祉士養成施設、社会福祉士養成施設に在学す

る者で、県内で従事する意思を有する者に対し

まして、学費や入学・就職準備金等の修学資金

を貸し付けるものであります。

次に （３）の実務者養成研修受講資金の貸付、

でありますが、３年以上の実務経験のある介護

従事者が、国家試験を受験するための実務者養

成研修を受講する費用を貸し付けるものであり

ます。

最後に （４）の離職した介護人材の再就職準、

備金貸付でありますが、離職した介護人材のう

ち、一定の経験を有する者に対しまして、介護

職員として再就職する際に必要となる経費とし

、 。て 再就職準備金を貸し付けるものであります

なお、いずれの貸し付けにつきましても、要

件の違いはありますけれども、県内で就職し、

必要な年数勤務すれば、返還を免除することと

しております。

続きまして ３の事業費でありますが 平成29、 、

年度の国の補正予算を活用しまして、2,144

万5,000円をお願いしております。この国の補正

予算でございますけれども、昨年９月より外国

人の在留資格（介護）が創設されたこと等を踏

まえた措置でございます。

今回、国の示しました予算スキームでは、総

事業費のうち、10分の９相当を国が負担し、残

り10分の１相当を県が負担するということに

なっておりまして、今回の２月補正では、国の

負担分となる2,144万5,000円を計上したところ

であります。

県の負担分に相当する238万3,000円につきま

しては、実際に事業の貸付時期に当たります平

成30年度の当初予算に計上することとしており

まして、これにより、県の負担分につきまして

は、特別交付税が措置されることとなっており
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ます。

、 、最後に ４の事業効果についてでありますが

この事業によりまして、福祉・介護職を目指す

若い人材の新規参入や専門性を有する介護福祉

士の養成及び潜在介護人材の呼び戻しが促進さ

れることによりまして、福祉・介護人材の確保

及び資質の向上が図られるものと考えておりま

す。

再度、歳出予算説明資料に戻っていただきま

して、113ページをお開きください。

中ほどの（事項）社会福祉事業指導費5,317

万5,000円の減額補正であります。これは、社会

福祉施設職員等退職手当共済法に基づき、社会

福祉施設等の職員を対象に退職手当を支給する

福祉医療機構に対し、県がその経費の一部を補

助しておりますが、国が示す基準単価、それか

ら対象職員数が確定したことによるものであり

ます。

次に、一番下の（事項）地域福祉対策事業

費1,295万円の減額補正であります。

114ページをお開きください。

主なものは、説明欄の２、世代間交流・多機

能型福祉拠点支援事業の375万円の減額補正であ

ります。これは、地域住民の居場所づくり等を

支援する市町村に対して補助を行うものであり

ますけれども、実施市町村が当初の見込みより

も減少したことによる執行残であります。

また、説明欄の３、農山漁村における所得安

定・向上モデル事業（見守り・生活支援）の900

万円の減額補正であります。これは、地域の支

え合いを必要とする高齢者等に対し、食事や生

活支援サービスを提供するシステムを構築する

ことで、地域の所得の向上に取り組む市町村に

対して補助を行うものでございますけれども、

検討いただいておりました市町村の調整作業が

最終的に整わずに、結果として、実施する市町

村がなかったことによるものであります。

次に、中ほどの（事項）生活福祉資金貸付事

業費1,053万円の減額補正であります。これは、

県社会福祉協議会が実施しております生活福祉

資金貸付事業に要する事務費補助の執行残であ

ります。

115ページをごらんください。

（事項）子どもの貧困対策事業費の2,263

万1,000円の減額補正であります。これは、子ど

もの未来応援地域ネットワーク形成支援事業の

市町村事業におきまして、国からの補助金が県

を通らず、国から直接、市町村に交付されたた

め 結果として 県としての予算化が不要になっ、 、

たことによる執行残などであります。

次に、一番下の（事項）自殺対策費の916

万9,000円の減額補正であります。これは、主に

市町村に対する宮崎県地域自殺対策強化交付金

の交付見込み額の減によるものであります。

116ページをお開きください。

下のほうの（事項）になりますけれども、福

祉事務所活動費559万円の減額補正であります。

これは、県所管の５カ所の福祉事務所で実施す

る被保護世帯の訪問調査に要する旅費や通信運

搬費等の執行残であります。

117ページをごらんください。

一番下の（事項）保健所運営費1,044万8,000

円の減額補正であります。これは、県所管の８

カ所の保健所の維持管理経費の執行残等であり

ます。

118ページをお開きください。

中ほどの（事項）厚生統計調査費718万1,000

円の減額補正であります。これは、厚生行政に

係る各種統計調査等に要する経費について、国

。庫委託金が決定したことによるものであります
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福祉保健課からは、以上であります。

指導監査・援護課○池田指導監査・援護課長

分を御説明いたします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の指導

監査・援護課のところ、119ページをお開きくだ

さい。

指導監査・援護課の補正予算額は、左の補正

額の欄にありますとおり、1,559万8,000円の減

額補正であります。この結果、補正後の予算額

は、右から３列目の補正後の額にありますとお

り、１億8,500万4,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

121ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）社会福祉事業指導費

ですが、271万9,000円の減額補正であります。

主なものは、説明欄の２の社会福祉法人改革支

援事業の262万1,000円の減額補正であります。

これは、社会福祉法人による多様な福祉サービ

、スの提供体制の構築を支援することなどにより

社会福祉法人制度改革の進展を図るための事業

でありますが、国から交付される補助金の額の

決定等に伴い減額するものであります。

次に、122ページをごらんください。

上段の（事項）戦傷病者・引揚者及び遺族等

援護費ですが、974万5,000円の減額補正であり

ます。主なものは、説明欄の６の特別給付金等

支給裁定事務費の898万2,000円の減額補正であ

ります。これは、戦没者の遺族等に対して支給

される特別給付金等の裁定に要する経費であり

ますが、国から交付される委託費の決定等に伴

い減額するものであります。

、 。指導監査・援護課からは 以上でございます

。○田中医療薬務課長 医療薬務課でございます

当課分を御説明いたします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料、医療

薬務課のところ、123ページをお開きください。

医療薬務課の補正予算額は、左の補正額欄に

ありますとおり、10億2,378万4,000円の減額補

正であります。この結果、補正後の予算額は、

その右から３列目の補正後の額欄にありますよ

うに、29億956万9,000円となっております。

それでは、以下、主なものについて御説明を

いたします。

125ページをお開きください。

一番下の（事項）看護師等確保対策費174

万4,000円の減額補正であります。内容について

は、126ページをごらんください。

この主な内容は、まず１の保健師等研修事

業158万1,000円の減額補正でありますが、これ

は看護師に対する派遣研修の実績が見込みを下

回ったことによるものであります。

次の（事項）医療機関指導及び運営費131

万3,000円の減額補正であります。主な内容は、

１の医療関係審議会運営費121万3,000円の減額

補正でありますが、これは審議会運営経費に係

る事務費等の執行残であります。

次の（事項）へき地医療対策費1,457万5,000

円の減額補正であります。主な内容は、まず、

１の自治医科大学運営費負担金等345万1,000円

の減額補正でありますが、これは自治医科大学

卒業医師について、県外研修予定であった１名

。の研修がなくなったことによるものであります

次に、２のへき地診療支援事業578万5,000円

の減額補正でありますが、これは、無医地区巡

回診療支援事業において、事業の実績が見込み

を下回ったことによるものであります。

次に、４のへき地診療所運営費補助金275

万4,000円の減額補正とその下７のへき地医療拠

点病院運営事業154万7,000円の減額補正であり
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ますが、これはいずれも国庫補助決定等に伴い

減額するものであります。

次の 事項 救急医療対策費１億8,058万1,000（ ）

円の減額補正であります。

127ページをお開きください。

主な内容は、まず、１の第二次救急医療体制

整備1,939万9,000円の減額補正であります。こ

れは、休日または夜間における救急患者の医療

を確保する経費に対して支援を行うものであり

ますが、国庫補助決定等に伴い減額したもので

あります。

次に、２の災害時医療体制等の整備事業596

万9,000円の減額補正であります。これは、国の

広域医療搬送訓練参加費等の執行残、それから

航空搬送拠点の資器材整備に係る入札残であり

ます。

３の医療施設スプリンクラー等整備事業１

億5,463万円の減額補正であります。これは、県

内医療機関のスプリンクラー等の整備費を補助

するものでありますが、医療機関からの申請額

が当初の見込みを下回ったことによるものであ

ります。

次に （事項）地域医療推進費1,617万1,000円、

の減額補正であります。主な内容は、２の医師

修学資金貸与事業536万4,000円の減額補正であ

ります。これは、貸与者の留年等により貸与額

。の見込みを下回ったことによるものであります

次に、３の小児科専門医育成確保事業1,035万

円の減額補正であります。これは、小児医療の

現場を支える医師の安定的確保のため、小児科

専門研修医に研修資金を貸与するものでありま

すが、貸与者数及び貸与月数が見込みを下回っ

たことによるものであります。

次の（事項）医師・看護師等育成・確保・活

用基金積立金144万1,000円の増額補正でありま

す。主な内容は、１の医師・看護師等育成・確

保・活用基金積立金151万2,000円の増額補正で

あります。これは、看護師等修学資金貸与者か

らの返還金を基金に積み戻すものであります。

次に、一番下の（事項）地域医療介護総合確

保基金事業費７億4,806万6,000円の減額補正で

あります。主な内容は、まず、１の（１）地域

医療介護総合確保計画推進事業７億424万円の減

額補正であります。これは、病床機能等分化・

連携促進基盤整備事業について、対象となる医

療機関、特に病床転換等を計画する医療機関が

見込みを下回ったことによるものであります。

128ページをごらんください。

次に （３）のア、看護師等養成所運営支援事、

業421万3,000円の減額補正であります。これは

補助対象校の実績が見込みを下回ったことによ

るものであります。

次に （３）のイ、看護師等修学資金貸与事、

業264万円の減額補正であります。これは、貸与

者の退学等により見込みを下回ったことによる

ものであります。

次に （４）看護職員資質向上推進事業386、

万4,000円の減額補正であります。これは、主に

新人看護職員の研修実施に係る医療機関に対し

て補助を行うものでありますが、対象医療機関

の実績が見込みを下回ったことによるものであ

ります。

次に ７ のア 女性医師等就労支援事業300、（ ） 、

万円の減額補正であります。これは、女性医師

の短時間勤務や時間外勤務の免除に伴う代替医

師及び事務補助者の人件費の支援を行うもので

ありますが、補助申請額が見込みを下回ったこ

とによるものであります。

次に （７）のイ、病院内保育所運営支援事、

。 、業132万1,000円の減額補正であります これは
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病院内保育所の運営の補助を行うものでありま

すが、対象医療機関数が見込みを下回ったこと

によるものであります。

次に （11）救急医療体制における機能分化・、

連携推進事業2,366万7,000円の減額補正であり

ます。これは、医療機関からの補助申請が見込

みを下回ったことによるものであります。

なお、これら地域医療介護総合確保基金事業

の減額分につきましては、そのまま基金に積み

戻しまして、来年度以降の事業に充てていくと

いうことになります。

最後、次の（事項）薬事費488万円の減額補正

であります。主な内容は、４、薬局・薬剤師を

活用した健康情報拠点化モデル事業244万1,000

円の減額補正であります。これは国の委託事業

でありますが、国の委託額決定に伴い減額する

ものであります。

説明は以上であります。

国民健康保険課分を○成合国民健康保険課長

御説明いたします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の131ペ

ージ、国民健康保険課のところをお願いいたし

ます。

国民健康保険課の補正予算額は、左の補正額

の欄にありますとおり、18億4,842万1,000円の

減額補正でございます。この結果、補正後の予

算額は、右から３列目の補正後の額の欄にあり

ますとおり、300億9,965万9,000円となります。

以下、主なものについて御説明いたします。

133ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）高齢者医療対策費につきま

して、８億3,951万円の減額補正をお願いしてお

ります。

まず、説明欄１の後期高齢者医療費負担金５

億2,913万4,000円の減額補正につきましては、

後期高齢者医療の医療の給付や高額医療、保険

料の軽減に要する費用につきまして、県が一定

割合を負担するものでございますけれども、医

療給付費等の伸びが当初見込みを下回ったこと

から減額補正を行うものでございます。

２の後期高齢者医療財政安定化基金事業３

億1,011万3,000円の減額補正につきましては、

県に設置しております財政安定化基金から広域

連合に対しまして、財源不足の際に、資金の無

利子貸し付けを行う事業につきまして、広域連

合からの貸付申請がなかったため減額補正を行

うものでございます。

続きまして、134ページをお願いいたします。

事項 国民健康保険助成費につきまして 10（ ） 、

億1,612万1,000円の減額補正をお願いしており

ます。その主なものですけれども、まず、説明

欄１の保険基盤安定事業２億984万2,000円の減

額補正は、市町村が低所得者に対して行います

保険税軽減分について、県が一定割合を負担す

るものでございますけれども、当初の見込み額

を下回ったことにより減額補正を行うものでご

ざいます。

次に、２の高額医療費共同事業３億8,981万円

の減額補正は、高額医療の発生によります国保

財政への影響を緩和するために、市町村間で実

施しております共同事業に対しまして、県が４

分の１を負担するものでございますけれども、

当初の見込み額を下回ったことにより減額補正

を行うものでございます。

次に、３の広域化等支援事業１億102万6,000

円の減額補正は、県に設置しております広域化

等支援基金から財源不足が見込まれます市町村

に対しまして、無利子の貸し付けを行う事業に

つきまして、市町村から貸し付け等の申請がな

かったため減額補正をするものでございます。
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次に、１つ飛びまして、５の都道府県財政調

整交付金２億8,750万円の減額補正でございます

けれども、これは県が国保給付費等の９％を負

担するもので、医療給付費等の伸びが当初の見

込みを下回ったことから減額補正を行うもので

ございます。

次に、６の特定健診・保健指導費負担金3,341

万5,000円の減額補正でございます。これは、市

町村が実施します特定健診・保健指導に要する

経費につきまして、県が３分の１を負担するも

のでございますけれども、当初の見込み額を下

回ったことにより減額補正をするものでござい

ます。

最後に、７の国民健康保険財政安定化基金事

業590万7,000円の増額補正でございます。30年

度からの制度改革後の国民健康保険制度におき

まして、医療給付費の増加や保険税収納不足と

なった場合に備えまして、県に財政安定化基金

を設置し、全額、国費による積み立てを行って

おりますけれども、国の交付決定により増額補

正を行うものでございます。

国民健康保険課からは、以上でございます。

長寿介護課分を御説明い○木原長寿介護課長

たします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の長寿

介護課のところ、135ページをお開きください。

長寿介護課の補正額は、左側から２つ目の補

正額の欄にありますとおり、17億8,968万6,000

円の減額補正であります。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目の補正後の額の欄にあ

りますように、188億36万3,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

138ページをお開きください。

まず、一番上の（事項）介護保険対策費11

億9,796万1,000円の減額であります。主なもの

は、説明欄１の介護保険財政支援事業11億9,301

万8,000円の減額であります。これは、市町村が

実施する介護保険事業に対する県費負担金等で

市町村の介護給付費及び地域支援事業費の所要

見込み額の減額、また市町村の予算に不足が生

じた場合の財政安定化基金からの貸付金が不要

。見込みとなったことなどによるものであります

次に、その下の（事項）老人福祉施設整備等

事業費6,299万5,000円の減額であります。主な

ものは、説明欄１の老人福祉施設整備等事業の

減額で （１）の県単独事業として、既存の有料、

老人ホームへのスプリンクラー設置や（３）の

医療療養病床を介護施設に転換するための補助

事業について、事業者からの申請がなかったこ

とによるものであります。

また、説明欄２の軽費老人ホーム事務費補助

金につきましては、軽費老人ホームの運営に要

する費用のうち、職員の人件費など事務費の一

部を補助しており、所要額を上回ることが見込

まれることによる増額であります。

次に、139ページをごらんください。

（事項）地域医療介護総合確保基金事業費５

億1,988万5,000円の減額であります。まず、説

、 、明欄１の基金積立金でありますが この基金は

地域における医療及び介護の総合的な確保を図

るため、国の交付金を活用して、医療・介護施

設の整備や従事者確保に関する事業を行うもの

で、国からの配分額が県の当初予算額を上回っ

たことに伴い、積立金を２億177万7,000円増額

するものであります。

次に、説明欄２の基金事業７億2,166万2,000

円の減額であります。まず （１）の医療・介護、

連携推進事業4,028万円の減額であります。この

事業は、介護保険法により、市町村が実施する
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こととされている医療・介護の連携体制づくり

を支援するものでありますが、関係機関との協

議に時間を要し、協議会の立ち上げがおくれた

り、実証実験を行ったため、ＩＣＴの導入が次

年度以降にずれ込んだことなどにより、補助金

の一部が不要となったものであります。

次に （２）の介護施設等の整備に関する事業、

６億5,826万2,000円の減額であります。この事

業は、認知症高齢者グループホームなどの地域

密着型サービス施設等の整備や開設準備経費に

対する補助であります。

今年度は、第６期介護保険事業支援計画の最

終年度であり、27年度及び28年度に整備を計画

していたものの、整備に至らなかった分を含め

て、市町村等に確認の上、予算を計上していた

ところでありますが、事業者を公募したものの

事業者選定に至らなかったり、整備を希望して

いた事業者が、今年度の整備を辞退するなど施

設の整備を見送った市町村があったことに伴う

減額であります。

次に （４）の介護従事者の確保に関する事、

業2,027万4,000円の減額であります。主なもの

としまして、まず、ウの介護職員就業・定着促

進事業590万円の減額であります。この事業は、

介護職員初任者研修の受講支援として、介護関

係の資格を有していない、実務経験が３年以内

の介護職員を雇用している法人が、当該職員の

初任者研修の受講料を負担した場合に、法人へ

の補助を行うものでありますが、申請額が所要

。見込み額を下回ったことに伴う減額であります

次に、オの中核的介護人材育成支援事業856

万5,000円の減額であります。この事業は、介護

福祉士の確保を図るため、実務経験が３年以上

の介護職員を雇用する法人が、この職員の実務

研修の受講料を負担した場合に、法人への補助

を行うとともに、離職している介護福祉士への

復職を支援する研修を実施するものであります

が、申請額が所要見込み額を下回ったことなど

に伴う減額であります。

長寿介護課分につきましては、以上でござい

ます。よろしくお願いいたします。

障がい福祉課分につい○日髙障がい福祉課長

て御説明申し上げます。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の障が

、 。い福祉課のところ 141ページをお開きください

障がい福祉課の補正予算額は、左の補正額の

欄にありますとおり、４億9,890万7,000円の減

額補正であります。この結果、補正後の予算額

は、右から３列目の補正後の額の欄にあります

ように、143億2,621万2,000円となります。

、 。以下 主なものについて御説明をいたします

144ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）精神保健費であります。当

事項につきましては、増額をお願いする事業と

減額を行う事業がございます。

まず、増額の内容でございますが、説明欄１

の措置入院費公費負担事業において、今後の執

行を過去の実績により見込んだ結果、所要の不

足が見込まれるため、1,470万1,000円の増額を

お願いしております。

、 、 、また 減額につきましては 主なものとして

説明欄２の精神科救急医療システム整備事業に

おいて、国の基準単価の変更により所要額が減

少したことなどから、2,430万円を減額するもの

であります。

続きまして、145ページ、一番上の（事項）障

がい者自立推進費３億3,743万円の減額補正であ

ります。主な補正理由ですが、説明欄１の介護

給付・訓練等給付費において、障がい福祉サー

ビスの利用が見込みより少なかったことから、
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１億6,200万円の減額、説明欄２の自立支援医療

費において、精神通院医療費が見込みよりも少

なかったこと等から１億7,400万円の減額を行う

ものであります。

次に、中ほどの（事項）障がい者就労支援費

の1,206万8,000円の減額補正であります。主な

内容としましては、説明欄１、委託訓練事業に

おいて、国の委託により行っている各種職業訓

練の受講者が見込みより少なかったことか

ら、635万円を減額するものであります。

次に、その下の（事項）障がい児支援費の１

億3,100万円の減額補正であります。主な内容と

しましては、説明欄１の障がい児施設給付費１

億3,000万円の減額であります。

当事業におきましては、県が実施する入所施

設に対する給付費は、対象者の増により見込み

を上回るものの、市町村が実施する通所支援に

係る給付費が見込みを下回ることから減額補正

を行うものであります。

次に、一番下の（事項）心身障害者扶養共済

事業費でございますが、350万9,000円の増額を

お願いするものであります。

146ページをお開きください。

こちらにつきましても、増額をお願いする事

業と減額を行う事業がございます。

増額の内容といたしましては、説明欄２の年

金及び弔慰金等給付費でございまして、受給者

が見込みよりふえたことにより570万9,000円の

増額補正をお願いしております。

また、減額につきましては、説明欄１の加入

者負担金において、加入者が見込みを下回った

ことにより220万円を減額するものでございま

す。

、 。障がい福祉課分の説明は 以上でございます

衛生管理課分を御説明い○樋口衛生管理課長

たします。

平成29年度２月補正予算歳出予算説明資料の

衛生管理課のところ、147ページをお開きくださ

い。

衛生管理課の補正予算額は、左から２列目の

補正額の欄にありますとおり １億9,816万5,000、

円の減額補正であります。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目の補正後の額の欄にあ

、 。りますとおり 14億7,857万7,000円となります

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

149ページをお開きください。

まず 最初の 事項 動物管理費は 731万5,000、 （ ） 、

円の減額でございます。主に説明欄１の動物愛

護センター運営費602万6,000円で、県と宮崎市

が等分負担する光熱水費など、庁舎の維持管理

等に係る経費について 所要見込み額が減となっ、

たこと等によるものでございます。

また、説明欄３の獣医師職員育成資金貸付事

業の120万円は、修学資金として２名分の予算を

計上しておりましたが、貸与者が１名であった

ことから、残り１名分を減額するものでござい

ます。

次の（事項）職員費は、3,382万1,000円の増

額でございます。これは、動物愛護センター開

所に伴う人事異動等により、所要見込み額が増

となり増額補正を行うものでございます。

次に、150ページをお開きください。

最初の（事項）食肉衛生検査所費は、3,663

万9,000円の減額でございます。主に説明欄２の

、食肉衛生検査所維持管理事業1,550万3,000円で

予定しておりました都農食肉衛生検査所の改修

工事について、隣接するミヤチク都農工場の建

てかえ工事への影響を考慮する必要が生じ、改

修工事の実施を見送ったことによる工事請負費
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の執行残等でございます。

なお、実施予定の改修工事につきましては、

ミヤチク都農工場の建てかえ工事完了後となる

。平成31年度以降に実施したいと考えております

また、説明欄６のＢＳＥ検査業務運営費

の1,150万3,000円は、検査対象が縮小したこと

に伴い、国庫補助対象であるＢＳＥ検査キット

代の所要見込み額が減となったこと等によるも

のでございます。

次に、151ページをごらんください。

中ほどの 事項 生活環境対策費は １億8,079（ ） 、

万8,000円の減額でございます。主に説明欄５の

生活基盤施設耐震化等交付金事業１億7,966

万4,000円で、市町村の水道施設耐震化事業への

交付金で国の交付決定に伴う執行残でございま

す。

衛生管理課は、以上でございます。

健康増進課分を御説明い○矢野健康増進課長

たします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の健康

増進課のところ、153ページをお開きください。

健康増進課の補正予算額は、左の補正額の欄

にありますとおり、４億3,795万7,000円の減額

。 、 、補正であります この結果 補正後の予算額は

右から３列目の補正後の予算額欄にございます

とおり、30億8,753万3,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

155ページをお開きください。

まず 中ほどの 事項 母子保健対策費で3,414、 （ ）

万7,000円の減額をお願いしております。主なも

のは、説明欄１の安心してお産のできる体制推

進事業の3,259万7,000円の減額であります。こ

れは、国庫補助事業により地域の母子周産期医

療ネットワークの運営を支援する経費でござい

ますが、国庫補助額の決定に伴いまして減額す

るものであります。

次に、その２つ下 （事項）小児慢性特定疾病、

対策費で2,661万2,000円の減額をお願いしてお

ります。これは、小児慢性特定疾病に対する医

療費の公費負担見込み額が当初の予定を下回っ

たことによるものでございます。

156ページをお開きください。

中ほどの（事項）老人保健事業費で１億7,135

万8,000円の減額をお願いしております。主なも

のは、説明欄２のがん医療均てん化推進事業１

億7,000万円の減額であります。これは、がん医

療の中心的役割を果たす医療機関に対し、専門

的ながん医療を提供するために必要な医療機器

、及び施設の整備を支援するものでございますが

補助対象医療機関及び関係機関との調整を行い

ました結果、補助を希望する医療機関が予定を

下回ったことによるものでございます。

一番下の 事項 難病等対策費で3,849万7,000（ ）

円の減額をお願いしております。

157ページをお開きください。

主なものは、説明欄１の指定難病医療費

の3,789万7,000円の減額であります。これは、

医療費の公費負担見込み額が当初の予定を下

回ったことによるものであります。

次に、その下の（事項）原爆被爆者医療事業

費で3,458万3,000円の減額をお願いしておりま

す。主なものは、説明欄１の原爆被爆者健康管

、 。理 各種手当3,183万3,000円の減額であります

これは、健康管理手当などの各種手当支給対象

者が減少したこと等によるものでございます。

次に、その２つ下 （事項）肝炎総合対策費、

。で9,881万6,000円の減額をお願いしております

これにつきましても、医療費の公費負担見込み

額が当初の予定を下回ったことによるものであ
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ります。

最後に、その下 （事項）健康長寿社会づくり、

推進費で2,155万3,000円の減額をお願いしてお

ります。

158ページをお開きください。

減額の主なものは、市町村が実施するワクチ

ン予防接種に助成を行う愛の予防接種事業の減

が1,600万円であります。

健康増進課の説明は、以上であります。

こども政策課分につい○髙畑こども政策課長

て御説明いたします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料のこど

、 。も政策課のところ 159ページをお開きください

今回、左から２列目の一般会計補正額の欄に

ありますように、10億5,299万7,000円の減額補

正をお願いしております。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目の補正後の額のとお

り、155億4,378万7,000円となります。

補正の内容につきまして、主なものを御説明

いたします。

161ページをお願いいたします。

まず、一番下の（事項）少子化対策環境づく

り推進事業費３億9,599万4,000円の減額補正で

あります。

次の162ページをお願いいたします。

補正の主な内容は、説明欄１の認定こども園

施設整備交付金３億8,781万7,000円の減額補正

によるものであります。これは、施設整備の実

施主体である学校法人の事業取りやめや事業の

延期、入札に伴う事業費の減少等により減額と

なったものでございます。

また、説明欄５の地域少子化対策重点推進交

付金事業385万8,000円の増額補正は 国の平成29、

年度補正予算で成立しました交付金を活用する

事業でございまして、地域における少子化対策

を推進するため、県内３市１町が実施する結婚

。支援等の取り組みを助成するものでございます

なお、この事業は、国の審査を経て事業決定

がなされることとなっております。

次の（事項）子育て支援対策環境づくり推進

事業費3,727万9,000円の減額補正であります。

これは、説明欄１の子育て支援乳幼児医療費助

成事業において、市町村に対する医療費の補助

額が当初の見込みを下回ったことによるもので

ございます。

次に （事項）教育・保育給付費7,976万円の、

増額補正であります。この給付費は、子ども・

子育て支援新制度に基づき、保育所や認定こど

も園等の運営に対する財政支援のうち、県の負

担分となるものであります。主な補正内容は、

説明欄３の精算確定による追加交付にあります

ように、平成28年度の県費負担金の額が確定し

たことに伴いまして、市町村に対し追加交付を

するものであります。

次の一番下の（事項）地域子ども・子育て支

援事業費１億4,519万8,000円の減額補正であり

ます。これは、子ども・子育て支援新制度に基

づき、市町村が地域の実情に応じて実施します

子ども・子育て支援事業に要する経費の一部に

ついて、県が負担するものでございます。

次のページをお願いいたします。

主な補正内容は、説明欄６の放課後児童クラ

ブ事業において、市町村の所要額が当初の見込

みを下回ったことや、待機児童が発生している

場合に、国の補助率がかさ上げされる特別措置

によりまして、県の負担金が軽減されたことな

どによるものでございます。

次に、中ほどの（事項）子育て支援対策臨時

特例基金１億8,837万9,000円の減額補正であり

ます。補正の主な内容ですが、説明欄１の安心
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こども基金事業費のうち （１）の保育所緊急整、

備事業において、国の交付金制度を活用するこ

ととなった施設の整備費を、同交付金へ財源振

替を行ったことや、施設整備の内容に応じて、

２ の認定こども園整備事業へ財源振替を行っ（ ）

たことなどに伴い減額となり、また （２）の認、

定こども園整備事業は、先ほど申し上げました

（１）の保育所緊急整備事業からの財源振替等

に伴い増額となりますけれども、全体としては

減額となるものでございます。

次に （事項）児童手当支給事業費１億2,042、

万1,000円の減額補正であります。これは、説明

欄１の児童手当県負担金において、支給対象児

童数が見込みを下回ったことによるものでござ

います。

次の164ページをお願いいたします。

一番上の 事項 私学振興費１億9,476万8,000（ ）

円の減額補正であります。補正の主な内容は、

説明欄１の私立幼稚園振興費補助金の（１）一

般補助事業の１億7,173万4,000円の減額補正で

あります。これは、私立幼稚園の子ども・子育

て支援新制度への移行が進んだことに伴いまし

て、補助の対象となる施設数が当初の見込みよ

りも減少したことによるものでございます。

２月補正に係る歳出予算につきましては、以

上でございます。

引き続き、特別議案につきまして、厚生常任

。委員会資料に基づき御説明をしたいと思います

厚生常任委員会資料の３ページをお願いいた

します。

議案第73号「宮崎県安心こども基金条例の一

部を改正する条例」についてでございます。

まず、１、改正の理由ですが、安心してこど

、もを生み育てられる社会づくりを推進するため

国からの交付金を原資としまして造成しており

ます安心こども基金につきまして、国において

事業の実施期限が平成32年度末まで延長された

ことを受けまして、基金の設置期間を延長する

ため、所要の改正を行うものでございます。

なお、現在、この基金は、保育所緊急整備事

業など施設整備事業の財源として活用している

ところでございます。

２の改正の概要ですが、基金の設置期間の終

期を平成30年３月31日から平成34年３月31日に

改めるものでございます。

３の施行期日は、公布の日としております。

なお、今回の改正により、当初は、今年度末

に国に返還することとなっておりました安心こ

ども基金の残額を、平成30年度以降も施設整備

事業の財源として活用することができることと

なります。

こども政策課からは、以上でございます。

こども家庭課分を御説○松原こども家庭課長

明いたします。

平成29年度２月補正歳出予算説明資料の167ペ

ージをお開きください。

今回、左から２列目の補正額の欄にあります

とおり、一般会計につきましては１億5,756

万2,000円の減額補正、母子父子寡婦福祉資金特

別会計につきましては、5,937万2,000円の増額

補正で、一般会計と特別会計を合わせまし

て9,819万円の減額補正をお願いしております。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますとおり、一般会計

が52億5,278万円、特別会計が４億1,665万6,000

円となり、一般会計と特別会計を合わせました

、 。補正後の額は 56億6,943万6,000円となります

それでは、内容について主なものを御説明い

たします。

169ページをお開きください。
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一番下の（事項）児童虐待対策事業費493万円

の減額補正でございます。主な理由としまして

は、説明欄１の（３）の児童家庭支援センター

設置運営事業費291万8,000円の減額補正でござ

います。これは、今年度開設いたしました都城

地区の児童家庭支援センターについて、開設準

、備を経ての年度途中の事業開始となったことで

当初所要見込み額を下回ったことによるもので

ございます。

170ページをお開きください。

次に、上から２番目の（事項）児童措置費等

対策費1,182万5,000円の減額補正であります。

主な理由としましては、説明欄２の母子生活支

援施設、助産施設県負担金において、施設への

入所実績が当初見込みを下回ったことによるも

のでございます。

次の171ページをごらんください。

１つ目の（事項）母子等福祉対策費1,482

万1,000円の減額補正でございます。主な理由と

しましては、説明欄１のひとり親家庭キャリア

アップ自立支援事業、これは、職業能力開発に

取り組むひとり親家庭の母等に給付金等を支給

する事業でございますが、その所要額が見込み

を下回ったことによるものでございます。

次に、１つ飛びましまして （事項）児童扶養、

手当支給事業費１億5,472万7,000円の減額補正

でございます。これは、説明欄１の児童扶養手

当給付費において、受給人数が見込みを下回っ

たことなどによるものでございます。

次に、その下の（事項）児童相談所費1,309

万9,000円の増額補正でございます。これは、児

童相談所における一時保護に要する経費が当初

。の見込みを上回ったことによるものであります

一般会計については、以上でございます。

、 。続きまして 次の172ページをお開きください

母子父子寡婦福祉資金特別会計であります。

（事項）母子父子寡婦福祉資金貸付事業費5,937

万2,000円の増額補正であります。これは、翌年

度に繰り越され、貸付原資となります当特別会

計の決算剰余金につきまして、決算委員会にお

いて決算の状況として御説明いたしました、平

成28年度からの繰越金の確定額とその当初見込

み額との差額を予算化するものでございます。

こども家庭課分については、以上でございま

す。

執行部の説明が終了しました。○右松委員長

議案についての質疑をお願いします。

114ページの３の農山漁村における○丸山委員

所得安定・向上モデル事業が、食事なんかを提

供する事業者と市町村が連携するということで

したが、ゼロになってしまったということで、

全部できなかったというような説明だったんで

すが、当初予算で計上したということは、どこ

か１市町村ぐらいはやっていただくということ

で調整を図っていたのにゼロになってしまった

と。これをできなかったことはかなり残念だな

と思っているんです。経緯を含めて教えていた

だくとありがたいかなと思っておりますけれど

も。

資料の114ページの農山漁○小田福祉保健課長

村における所得安定・向上モデル事業について

でございますが、これは、農山漁村におきまし

て地域の支え合いを必要とする高齢者や障がい

者の困り事を解決する生活支援サービスを提供

する、かつ地域資源を活用した所得アップモデ

ルを構築するというものでございまして、予算

上は２カ所を計上しておりました。当課といた

しましても、事業化が期待できる市町村に対し

て、複数回現地まで赴きまして、アドバイスを

、行うなどいろいろ調整をしてたんですけれども
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結果的に、今年度の事業化には至らなかったと

いうことでございます。

なお、最終的に１市町村とぎりぎりまででき

ないかということで調整をしておりましたが、

今度当初予算の説明のときにも申し上げますけ

れど、来年度には実施いただけるというような

方向性をいただいております。地域の中でのサ

、ービスの供給体制の調整で少し時間が長引いて

今年度の予算措置がかなわなかったということ

でございます。

サービス体制の供給がうまくいか○丸山委員

なかったということなんですけれど、使いづら

かったとかいうことがあったのか。もし30年度

にやるんであれば、そういうことも含めてやっ

ていかないと、結局、やろうとしているのにつ

ながらなくなるかと思っていますが、その辺も

教えていただきたいと思います。

この事業のスキームでご○小田福祉保健課長

ざいますけれども、県が２分の１、それから市

町村が２分の１ということで、市町村に対して

補助をする形になっております。したがいまし

て、市町村の予算化が必要ということではあり

ます。

ただ、この市町村を通す趣旨というのが、今

、 、後 この事業を継続的に実施していくためには

やっぱり市町村のかかわりが必要だろうという

ことで、市町村の負担も求めているところでご

ざいます。ただ、事業の中身としましては、ハ

ード、ソフトどちらでも補助の対象になるとい

うことで、市町村としては取り組みやすいとい

う意見をいただいておりますので、そういうス

キームだから使いづらいという話は今のところ

は聞いておりません。

ぜひ30年度はしっかりできるよう○丸山委員

にお願いしたいと思っております。

引き続き、115ページの子どもの貧困対策の説

明の中で、2,200万円程度減額になっているんで

すが、これは市町村に直接行くということだっ

たんですが、直接行って、この貧困対策の事業

はしっかりできたということでいいのか。市町

村も、結局減額してしまって余り事業が進まな

かったのかということの説明がなかったので、

その辺を教えていただくとありがたいかなと

思っています。

ちょっと説明が不足して○小田福祉保健課長

おりました。今回の減額補正につきましては、

市町村に対する交付金、これがいろんな交付金

の形がありまして、県を通して市町村に交付す

るというのもあれば、直接交付するものもある

んですが、当初、これは県を経由して交付され

るだろうということで当初予算には計上してお

りました。ただ、結果的に、昨年の２月に国の

ほうから直接市町村に交付するということが示

されたものですから、結果として、県の予算は

経由しなくてよくなったということでございま

す。この仕組みによって、市町村の取り組みが

何か影響を受けたということは全くございませ

ん。市町村は市町村のほうできちっとやってい

ただいているところでございます。

118ページの政策調整研究費のこと○丸山委員

ですが、29年度は福祉保健部として政策調整研

究費をどのようなことに執行されたのかという

のをお伺いしたいと思っています。

政策調整研究費でござい○小田福祉保健課長

、 、ますけれども ことしは４件事業を行いまして

それぞれ申し上げますけれども、一つが、自殺

対策推進センター等の研究事業で、特に若者世

代の自殺が横ばい状態ということで、若者への

情報発信の方法について研究をする事業でござ

います。
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それから、医療費適正化計画の策定事業とい

うことで、これは部内関係課で構成するワーキ

ンググループ等で検討しております策定案につ

いての事業というものでございます。

それと、新たな少子化対策のあり方に関する

調査研究ということで、いろいろ少子化対策を

実施しておりますが、本当に効果的な対策はど

ういうものがあるのだろうかというのを庁内で

検討するための調査研究費。それから里親等委

託推進に向けた調査研究ということで、法人運

営型のファミリーホームのあり方等について、

先進事例等も含めながら調査研究をするという

４つの事業につきまして研究費を使用したとこ

ろでございます。

福祉保健課内でほかにありまし○右松委員長

たらお願いします。

121ページの社会福祉法人改革支援○丸山委員

事業が260万円程度減額になっているんですが、

ことし初めて改革する方針が出て、それで地域

にもう少し貢献してほしいという形で、社会福

祉法人にもう少しこういう支援を、事業を出し

てくださいということでやっていると思うんで

す。具体的には10地区でやられていると思うん

ですが それぞれしっかりやられて けれど残っ、 、

てしまったということなのか、それとも手が挙

がらなかったから、これだけお金が余ったとい

うことなのかを、まず教えていただくとありが

たいかなと思っています。

この社会福祉法人○池田指導監査・援護課長

改革支援事業につきましては、制度改革に伴い

まして、国が単年度で予算化した国庫補助事業

を活用した事業でございます。

、具体的にこの減額になった分につきましては

、今回制度改革で余裕財産がある法人については

余裕財産の再投下計画である社会福祉充実計画

を策定することが義務づけられました。これは

策定済みなんですけれども、そのフォローアッ

プの事業を計画しておりました。具体的には、

税理士とか社会保険労務士等の専門家が、例え

ば資金計画を作成するとか、そういったフォロ

ーアップを行う事業を予算化しておりました。

当初、充実計画を策定したうちの28法人を予

定していたんですけれども、実際には、23法人

からの申請が上がってまいりました。この５法

人分の国庫補助分の減額等が主な理由でござい

ます。

５法人は上がらなかったけれども○丸山委員

自分でやられたと認識していいのか。その辺を

教えていただきたいと思っているんですが。

充実強化のフォロ○池田指導監査・援護課長

ーアップにつきましては、それぞれ顧問税理士

等もいらっしゃいますので、独自にやっている

分もあるかと思います。

また、計画自体が５年スパンあるいは10年ス

パンの計画でございますので、とりあえず今年

度は必要なかったというようなところもあるか

と思います。周知につきましては、全法人にい

たしまして、上がってきた法人が23法人であっ

たということでございます。

社会福祉法人が事業をやられたか○丸山委員

というのはしっかりチェックされているのか。

ただこういう計画ができるだけでいいというふ

うに終わっているのか。先ほど５年から10年の

スパンで、社会福祉法人に余裕のあるところは

もうちょっとやりなさいということで、その辺

のチェック体制というのはどうなっているのか

と。本当に社会貢献をしたのかというのはどう

、いうふうにチェックするようになっているのか

教えていただくとありがたいと思っています。

今回の減額補正に○池田指導監査・援護課長
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つきましては、社会福祉充実計画の分でござい

ました。これは余裕財産がある法人が余裕財産

を再投下する計画でございます。

また、一方、この事業の中で満額使った500万

の事業がございますが、これは、今回の法人制

度改革で社会福祉法人に努力義務として義務づ

けられました社会貢献、地域における公益的な

取り組みについての事業でございました。これ

につきましては、10社協を中心に93法人が参加

し、取り組みを行っておりまして、例えばフー

ドバンク事業とかそういった形での取り組みを

行ったところでございます。これにつきまして

は満額を執行しています。

また、こういった取り組みにつきましては、

毎年度、法人から上がってくるさまざまな報告

の中で取り組みが書かれてございますので、そ

ういったところでチェックをしているところで

ございます。

しっかり本当に社会貢献できてい○丸山委員

るか。マンネリ化にならないように。始まって

一、二年はいいと思っているんですが、どうし

てもマンネリ化になってしまう可能性もありま

すので、しっかりと法人が社会貢献ができるよ

うに、チェック体制も含めてよろしくお願いし

たいと思っております。

指導監査・援護課のほうでもし○右松委員長

関連があれば。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

なければ、ここで暫時休憩いた○右松委員長

しまして、１時再開とさせていただきたいと思

います。

午前11時55分休憩

午後０時59分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、引き続き委員のほうからの質疑を

お願いします。

医療薬務課の127ページの先ほど小○西村委員

児科専門医育成確保事業で 予定より非常に減っ、

たということなんですけれど、県内の小児科医

の確保状況を少し教えていただきたい。

小児科の件での確保状況○田中医療薬務課長

ですが、全体の数で申し上げますと、２年ごと

。に国が調査しています医師の調査がございます

これでまいりますと、直近は平成28年になりま

すが 123名という小児科医がおります。もちろ※

ん勤務先は大学病院あるいは県立病院、小児科

でベッドを持っている病院というのは余り多く

ありませんので、あとは開業医といったような

ところで、そういった数が現在では確保、勤務

しているという状況でございます。

聞いたのは、日向市なんかが小児○西村委員

科医のための補助金積み増しみたいな形で、開

業してくださる方にお金を出して来ていただく

ということで、効果があると言ったらいけない

んですけれど、それに対して非常に問い合わせ

も多かったり効果があっている状況があるんで

すが。それをやり出すとほかの自治体と小児科

医の取り合いみたいになってしまうと、またよ

くないなと思っておりまして。この確保事業で

もこれだけ返還されるということは、期待より

もなかなか小児科医を希望してくださる人が現

、状少ないのかなというのを思ったもんですから

ちょっと質問させていただきました。

この123名で事足りているということはないと

思うんですけれども、あと何年間の間にこのぐ

らい補充しないと、高齢化とかそういうものに

追いついていかないというものがあれば教えて

いただきたいなと思います。

※28ページに訂正発言あり
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済みません、まず先ほど○田中医療薬務課長

お答えした数の訂正をいたします。28年の調査

では133名でございました。

そして、今後どれぐらいの小児科医の確保が

必要なのかというお尋ねでございますが、具体

的に県内のいろんな小児科に関する医療需要を

もとにした必要数を今時点で推計したものはご

ざいません。各地域で何人必要かというのは今

持ち合わせているものはございません。

一つは、今後、医師法、医療法等の改正を受

けて、国で医師の偏在対策の中間とりまとめを

行う中で、医師確保計画というのを都道府県が

つくると。そういった中では地域ごと診療科ご

との医師数というのを推計するというのも入っ

ているようでございます。こういった中で、い

ろいろなデータをもとに推計をする、そういう

中でそういった数がわかってくるということで

ございます。そんなことで御理解いただければ

と思います。

わかりました。○西村委員

説明資料の127ページになりますけ○有岡委員

れども、医療施設のスプリンクラー等の整備事

業がかなり減額になっているわけですが、これ

は予定見込みを下回ったという説明がありまし

たが、やはり必要なものは率先してつけていく

んだという姿勢が必要だと思うんです。この減

額になった背景をもう少し詳しくお尋ねしたい

と思います。

このスプリンクラー整備○田中医療薬務課長

事業は、例年、４億円から５億円程度の事業を

執行しております。ただ、29年度につきまして

は、28年度に国の２次補正の中で補正予算がつ

きました。それを28年11月の県議会におきまし

て補正予算を組ませていただきましたが、それ

。はほぼそのまま29年度に繰り越しになりました

そのようなことで、29年度の執行可能な予算と

いいますのが12億5,000万近くにまで膨らみまし

た。例年５億程度ですので２倍以上という額に

なりました。

それで、この事業のやり方としましては、県

内の医療機関に募集をします。募集のあったも

のを国で採択するかどうかの判断をされて内示

をいただくという形になるんですが。募集をし

て相当の応募がございましたけれども、先ほど

言った12億5,000万円に至るような件数までは

ちょっとなかったというのが実際のところでご

ざいます。それで、募集も２回に分けて行いま

した。２回目は、国としてもちょっと応募が足

りないという状況だったようです。それで、29

年７月に２回目の募集をやりまして、応募も４

件ほどありまして全部採択になったんですけれ

ども、それを加えましても全体で10億9,500万円

ほどということで、その差１億5,500万円ほどが

補正減になったという、そのような経緯でござ

います。

経緯はよくわかりましたんで理解○有岡委員

できますが、やはりこちら側もどういう施設に

こういった防災施設が必要だという情報をス

トックしておいて、その中で逆にやりとりをし

ながらこういった有効な予算を使っていくんだ

というような。要望が上がったものだけでは少

なかった、ではなくて、こういうチャンスに少

しずつ、１件でも多く実施すべきだと思ってい

ますので、ぜひこういった予算があるから残っ

たんだということではなくて、やはりこういっ

たものを率先してやっていくんだというような

姿勢でいかないと。毎年５億の予算がまた12億

になることはなかなかないわけですから、ぜひ

有効にこういう予算を使って、安全な医療体制

をつくっていただきたいなと思っています。よ
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ろしくお願いします。

同じく127ページの地域医療介護総○丸山委員

合確保計画推進事業なんですけれども、７億円

程度減額になっているんですが、先ほどの説明

で病床の転換が予定よりなかったということな

んですが、地域医療構想に基づく調整会議等が

うまくいかなかったためなのか、そういうこと

を含めてもう少し説明をしていただくとありが

たいのかなと思っているんですけれども。

この127ページの一番下の○田中医療薬務課長

地域医療介護総合確保計画推進事業、ここが一

番大きな補正減というところでございます。こ

の中の多くは、病床転換等によりまして病棟を

新設する、あるいは増改築するためのハード支

援が中心のものでございます。

この29年度の予算を考える際に、28年10月に

地域医療構想を策定いたしましたので、それを

受けて、29年度は調整会議での議論が進み、そ

して、例えば急性期病棟から回復病棟への転換

といったようなものを考える医療機関がふえて

くるであろうと、あるいはそういうものに的確

に対応しようということで予算をかなり組ませ

ていただいて、認めていただいたところでござ

います。

それで、29年度に各地域で調整会議をそれぞ

、れ３回から５回程度開催しておりますけれども

その中で、もちろん地域医療構想の説明もいた

しましたが、各医療機関が将来を考える上で必

要な材料 具体的には、今の入院患者の状況─

はどのようなものか、診療点数で分析するとど

のような状況なのかという分析。あるいは地域

内で、それぞれの医療機関がどのような立ち位

置にシェアを持っているかというところを しっ、

かり把握していただこうということで、各種の

診療データを提出いただいて、宮崎大学にお願

いして分析を進めていただきました。こういっ

たところを29年度 ほぼ会議と並行でずっと行っ、

てきたこともございまして、各医療機関が将来

を具体的に考える、その結果として病床転換の

ような事業を行う支援を要望するというところ

までなかなか至らなかったというのが、現状で

ございます。

また、加えまして、各医療機関が将来を考え

る上で、やはり診療報酬というのが大きなポイ

ントになりますが、この４月に診療報酬改定が

行われます。そういったものの模様眺めをして

いたところも、どうもあるようでございます。

そういうことからしますと、30年度以降、調整

会議での議論並びに診療報酬改定を受けて、入

院料あたりを見ながら将来像を考えていくとい

う医療機関がふえてくるであろうと思っており

ます。そういったところに、今年度の補正減分

も含めて充てて、推進あるいは促進をしていき

たいと考えております。

わかりました。ある程度そういう○丸山委員

ことだろうと思いましたけれども。

数年前だと記憶しているんですが、地域医療

介護総合確保基金事業は、結構、熊本県が活発

に使われていて、宮崎県とかなり事業費に差が

あった時期もあったと記憶しているんですが。

九州管内でこの確保基金事業で転換をした実績

というのがもしわかっていれば。低調だと認識

したほうがいいのか、宮崎県は特におくれてい

ると認識したほうがいいのか、どういう状況か

というのを。先ほど、診療報酬が決まらないと

なかなか実際転換するにも転換する起爆剤にな

らないのかなというのは十分わかっているんで

すが、ほかの県と比べたときにどういう状況だ

と認識すればいいのか、教えていただくとあり

がたいと思っています。
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九州各県の特に病床転換○田中医療薬務課長

の事業の取り組み状況あるいは民間医療機関あ

たりの活用状況というのは、つまびらかな数字

としては持っておりません。

ただ、九州各県で私どものような課長会議と

いうのがございます。そういう中で、やはり各

県ともまだ地域医療構想をつくる前はもちろん

ですけれども、つくった直後でも、なかなかこ

ういう事業は、やはり各医療機関の姿が出てこ

ないと取り組みづらいという、そのような意見

が多かったように記憶しております。

そういうことからいいますと、どこの県もこ

れから具体的な医療機関ごとの姿、将来像とい

うのが出てきて、それにあわせてこのような病

床転換といったところの事業要望、事業需要と

いうのも大きくなるんではないかと考えており

ます。

、 、○丸山委員 いずれにしても この病床転換は

各病院がどういう経営判断をするかが大きな問

題になるかと思いますけれども、恐らく各保健

所並びに医療薬務課が中心となって正式な情報

等をしっかり提供しない限りは、判断ができな

いかと思っております。調整会議を引っ張って

いくのは、やはり保健所、県が中心にある程度

推進していかないとできないんじゃないかと

思っております。病床の転換がうまくいかない

と2025年問題と言われている、またそれ以降の

大きな課題が克服できないと思っておりますの

で、しっかりとした対応をしていただくようお

願いをしたいと思っております。

ありがとうございます。○田中医療薬務課長

国のほうでも、この調整会議を進める、地域医

療構想を進めるということで、いろんなワーキ

ンググループ、検討会での検討が進められてお

りまして、具体的に調整会議で取り組む項目、

内容といったところについて、２月７日付で通

知がありました。そういったものも説明しなが

ら、それに沿って、30年度、調整会議のほうを

何とか推進してまいりたいと考えております。

この基金事業自体は何年までとい○丸山委員

うのが決まっているのか教えていただくとあり

がたいんですが。

総合確保基金の終期とい○田中医療薬務課長

うもの自体は明確にはないようです。ただ、目

標が2025年の医療提供体制ですので、それに向

けてということは、やっぱり2025年というとこ

ろが一つの目標といいますか、そこまでにはこ

の基金でやっていくことが目標かなとは考えて

おります。

128ページの女性医師等就労支援事○西村委員

業のことで。この支援事業が始まって、昨年度

でもいいんですけれど、どの程度の人がどのぐ

らいの職場復帰を果たしたのかを教えていただ

きたいと思います。

この女性医師等就労支援○田中医療薬務課長

事業での成果というところで、具体的な復帰指

数というところでございますが、ここの何人と

いったものは、大変申しわけございませんが、

把握をしておりません。

といいますのも、この事業の内容が、一つに

は、復帰はしているけれども短時間勤務あるい

は時間外勤務を免除すべきというような女性医

、 、師がいた場合に そのかわりに働く医師を雇う

その人件費の支援というものであったり、ある

いは働いている中で育児にベビーシッターが必

要、ベビーシッターといってもなかなか見つけ

。 、られない それを医師会が事務局になりまして

そのときだけではなく常日ごろからこのベビー

シッターの方と顔見知りになり、関係づくりを

やって、いざというときには頼むという、その
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ような事業を今メーンでやっております。です

から、既に復帰はしているが、復帰した医師を

より働きやすく あるいは病院の戦力としてしっ、

かり働いていただくという側面支援の性格が今

のところメーンでございます。そういうことも

ありまして、何人復帰というのは把握しており

ません。

わかりました。○西村委員

よろしいでしょうか。では、も○右松委員長

しほかにあれば。

障がい福祉課ですけれども、145ペ○日髙委員

ージなんですが。

一番上のほうの障がい者の自立支援というこ

とで、本当にこれは大切な部分だなと考えてい

るんですけれども、この説明の１番、２番、も

しよろしければもうちょっと詳しく教えていた

だけないかなと思います。

この介護給付、訓練等○日髙障がい福祉課長

給付費というのは、いわゆる障害者総合支援法

で行われておりますサービスの、市町村でやっ

ている部分につきまして、県としての負担金を

予算として組ませていただいているというとこ

ろでございます。今回の減額補正につきまして

は、例年、大体過去３カ年ぐらいの伸び率で予

算を見積もらせていただくんですが、昨年予算

を組むときに伸び率が107％ぐらいで組んでおり

まして、それが、補正の段階で市町村の所要額

を調べて補正額を決めるんですが、伸び率が105

％ぐらいに若干落ちていたので、その分の減額

補正ということになります。

あと、２の自立支援医療費なんですが、これ

につきましては、この中に２種類自立支援医療

の種別がございます。一つは更生医療と申しま

して、身体障害者手帳をお持ちの方で、その障

がいを軽減するということで。例えば腎臓のい

わゆる透析治療でありますとか、それから心臓

のカテーテル治療でありますとか、そういうも

のをやっているんですが、そういう更生医療に

ついては市町村が主体でやるんですが、それの

県負担分。あと、もう一つが、精神通院医療と

いうのがございまして、精神科の病院に通院を

される方に対して助成をするということでの自

立支援医療。こっちは県のほうでやっておりま

して、それぞれ、当初を過去何年間カ分で見込

むんですけれども、市町村の所要見込み額調べ

と、10月までの診療費の執行状況を見まして、

３月までを想定したところでの今回の補正減で

ございます。

周知というのはどういうふうに行○日髙委員

われているんでしょうか。

基本的には市町村のほ○日髙障がい福祉課長

うで障がいのある方々がサービスを受けようと

されたときに、市町村に相談に行って、そこで

障がいの認定区分をされて、相談支援専門員と

いう方 いわゆる介護保険でいうとケアマネ─

ジャーになるんですけれども、障がいの場合は

相談支援専門員という方が、その方々の状況に

応じてどういうサービスが必要かというところ

で、市町村に申請をして、今度は市町村が支給

決定をして、サービス事業所にサービスを申し

込むというような形になります。

自立支援医療は、更生医療につきましては市

町村が窓口で受け付けをして、更生医療の医療

券というものを給付することになろうと思いま

す。精神科の場合は、精神科病院でいろいろサ

ポートをされながら申請を市町村に出して、そ

れを保健所がとりまとめて うちのほうに上がっ、

てくるという形になります。

わかりました。ありがとうござい○日髙委員

ます。
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障がい福祉課のほうでほかにあ○右松委員長

りましたら、お願いします。

145ページの障がい者の就労支援費○有岡委員

のことでお尋ねしたいと思います。民間の障が

い者の雇用について２％が2.2％になるという話

になっていますし、そのうちの0.2％は精神障が

いの雇用というふうな話題になってきておりま

すが、例えば精神障がい者の雇用のためにその

訓練としてどういうことをやっていらっしゃる

のか、またこの委託訓練事業の中にそういった

、 。ものがあるのか まずお尋ねしたいと思います

この委託訓練事業につ○日髙障がい福祉課長

きましては、特に精神障がい者に限って行われ

ているわけではございませんが、コースが３つ

ほどございます。いわゆる知識・技能習得訓練

コースにつきましては、例えばいわゆるＩＴの

訓練をやったりとか、介護職員としての研修を

。 、受けたりとかそういうものでございます あと

実践能力習得訓練コースというのがございまし

て、それは基本的には委託先の企業がございま

して、その企業で実践的に訓練をするというよ

うなことでやるものでございます。また、ｅラ

ーニングということで、いわゆるｅラーニング

で研修をするコースも設けておりまして、その

３コースでそれぞれに訓練ができるようコース

を設けているところでございます。

ただ、この訓練を行っているときに、例えば

工賃でありますとか報酬でありますとか、そう

いう手当の部分がないものですから、若干伸び

悩みをしているのは事実でございまして、いろ

んな訓練先を見つけて、なるべく多くの方々が

活用できるような形にしていきたいと考えてい

るところでございます。

民間企業の方にお話を聞くと、例○有岡委員

えば精神障がい者の皆さんの雇用をどういう現

場で活用できるのかというのがまだ見えないと

いうお話があるんです。そういった意味では、

こういう訓練事業をうまく活用し、そこに来て

いただいて、その方たちの特性といったものの

理解であるとか、そういうマッチングみたいな

ものをやっていかないと、この訓練が訓練で終

わってしまうということではどうかなと思うん

ですが。これは補正の減額の分でありますけれ

ども、そこら辺をもっと有効に活用されている

んだろうかというのを今後の課題として聞いて

おりますが、いかがなものでしょうか。

今、委員おっしゃられ○日髙障がい福祉課長

たところは、十分考えていかなければいけない

かなと思っております。

ちなみに、今年度、実践能力習得訓練コース

で８名の方が訓練を受けていらっしゃるんです

が、その中で、４名の方が委託先に就職をされ

ているということと、あと２名の方が委託先に

就職を予定されているというような状況でござ

いますので、訓練を積んでいただくことがかな

り効果的にはなるのかなとは思っております。

また、企業のほうもいろんな形でやっぱり受

け入れるときに不安があるのかなとは考えてお

りまして、障害者総合支援法の中では、平成30

年４月１日からなんですが、就労定着支援事業

というものを新しいメニューとしておりますの

で、そういうところの事業者をふやしていきな

がら、就労定着という部分を視点に置きながら

進めていかなければいけないのかなと考えてい

るところでございます。

ありがとうございました。○有岡委員

長寿介護課にお願いしたいんです○丸山委員

が、139ページなんですけれども。ここも地域医

療介護総合確保基金事業を活用して事業をやら

れているんですが、気になるのが、２の（２）
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の介護施設等の整備に関する事業が６億5,000万

円ということで、地域密着型で事業者がなかな

かなかったということなんですけれども。この

地域密着というのは、今かなり重要なはずなの

に、なかなかできなかったというのはどういう

ことなのか教えていただくとありがたいかなと

思っております。

地域密着型の施設の整備○木原長寿介護課長

でございますので、基本は市町村の中で活動さ

れるというか、その市町村を対象に行う特別養

護老人ホームとか、それを開業する場合の開設

準備金とかそういうものを出していくものなん

ですけれども。

私どもは、当初予算を組むに当たって、高齢

者保健福祉計画ということで27年度 28年度 29、 、

年度、３年間の計画を市町村と一緒になってつ

くっておりますので、それにつきまして再度御

協議をさせていただいたと。そういう中で、つ

くりたいという思いはありましたので、一応計

上させていただいたところではあるんですけれ

ども。実は、例えば特別養護老人ホームにつき

ましては、この３年間で441床ほどつくる予定に

しておりました。これは、市町村と計画をつく

る段階でございます。実際は246床と、五十数％

になるような感じでございます。

その原因等についていろいろ分析をしていく

んですけれども、全部終わっているわけではあ

りませんが、やはり市町村としてはつくりたい

ということで公募をするけれどもなかなか手を

挙げてくれないと。手を挙げてくれない一番大

きな理由というのは、やはりマンパワーとかそ

ういうものまでどうなるんだろうかと、そうい

うのがまず１点ございます。

それから、今回介護報酬改定がありましたけ

れども、一度施設をつくりますと20年間ぐらい

かけて償還してまいりますんで、介護報酬がど

うなっていくんだろうかと、そういうのもあり

まして、やはり少しですけれども見合わせをし

ていると。それから、市町村によりましては、

全部が全部正直ではないとは思っているんです

けれども、有料老人ホームというものが、やは

り平成24年度からこの29年度まで５年間で5,000

床ほどふえております。１年間に大体1,000床ぐ

らいの割合でふえてまいります。そうすると、

市町村にしましても、それから特養を経営して

いる側にとっても、やはりそこは無視できない

要素というか、考えているようでございます。

、 、そういう中にありましては 特養については

今言いましたように減ってはいるんですけれど

も、今度は市町村によっては有料老人ホームを

特例施設として介護保険のいわゆる介護つきの

有料老人ホーム、そういう方向に転換していこ

うと。そういう点では非常に現実視というか、

現実を見据えた対応をとる、そういう市町村も

ございます。

そういうことで、いろいろ私どもも施設整備

はしたいなという思いはございますけれども、

市町村には市町村にとって、あるいは実際事業

者にとっては事業者の理由があるようでござい

まして、それで大体カバーできればということ

を考えれば、少なくとも来年度以降の３年間に

ついては、これについてはカバーできるんでは

ないのかなとそういう考えはございますが 2025、

年を見据えた場合にどうなっていくんだろうか

となった場合は、これはやはりまだまだ厳しい

んじゃないのかなと、そういう認識は持ってお

ります。

有料老人ホームに入れる方は、あ○丸山委員

る程度所得があったりとかでいいんですが、国

民年金だけの方は非常に厳しいはずですので、
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やっぱりこれはなかなか。さっきのマンパワー

がなかったりとかそういう非常に厳しい状況だ

という話も何となくわかるんですけれども 2025、

年問題、さらにその後は。西諸の場合はもうピ

ークが過ぎてどんどん人口減少も大きくなって

いるもんですから、いつまで経営できるのかと

いう悩みもあるのかもしれませんけれども。施

設のほうはやっぱり、できるだけ在宅が基本で

すが、それをなかなか在宅にしようとしても厳

しいのが現実ですので、その辺はしっかり市町

村と連携しながらやっていただければと思って

います。

あと、気になるのは、その下の介護従事者の

確保事業が、大体マイナスになっていて、これ

は福祉保健課にも聞かないといけなかったと思

うんですが、福祉保健課は予算をふやして、こ

ちらは全部減額して、確保に関するものが2,000

万円ぐらい減額になっているもんですから。こ

れは振りかえか何かされてこうなったと思った

ほうがいいのか、それとも全然別問題なのか。

同じような、未経験者とか定着事業とか、福祉

保健課が出した事業と余り変わらないような気

がするもんですから、その辺の差というのをお

伺いできればなと思っているんです。なぜ、こ

ちらは減額になっていて 福祉保健課は増になっ、

ているのかというのを含めて教えていただけば

ありがたいかなと思っておりますけれども。

当課のほうから説明をい○小田福祉保健課長

たしました介護福祉士等養成・確保特別対策事

業につきましては、養成施設に在学された方へ

の就学資金の貸し付けを行う原資について、国

の補正予算を活用して積み増しを行うというも

のでございます。ですからまだ在学の方に貸し

付けをするということでございまして、これか

らこの貸し付けを活用して卒業後資格を得て、

。介護現場で働くという方になろうかと思います

また、長寿介護課のほうは後ほど説明がある

かと思いますけれども、これはまた長寿介護課

のほうで人材確保のための事業が別途あります

ので、当課の事業とはまた別でという形にはな

ろうかと思います。

福祉保健課と長寿介護課○木原長寿介護課長

については、予算を組むとき各担当の担当リー

ダーを初めとしていろんな議論をしながら組ん

でおります。結果、若干似ているような名称が

あるかもしれませんけれども、そこは対象者が

少しずつ違うというか、隙間ではないんですけ

れども、そういうことで御理解いただければと

思っております。

まず、全体的に減額しているということなん

ですが、例えば（４）のオでございます。中核

的介護人材育成支援事業、それからウの介護職

員就業・定着促進事業ということで、金額が590

万円と856万5,000円ですけれども、これは実際

資格を取りたいという方、その御本人さんに補

助をするとなると、逆に足りないこともあるの

かもしれないんですけれども、実は、その方た

ちが働いている法人に補助をしていくという事

業でございます。そういうことでございますの

で、その資格を取らなかったら、あるいは試験

に合格しなかったら、極端なことを言いますと

補助はもらえないと。そうなりますと、場合に

よっては、法人がその資格を取るために負担し

てしまって、県からお金が入ってこないことに

なると、若干穴があくということもございます

ので、そういう点で少し法人側としてはブレー

キをかけているところがあるのかなと、私ども

は見ているところもございます。

それから、受ける人がこれくらいだというこ

とを大体見込んで予算化するんですけれども、
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試験に合格しないといけない。例えばオの中核

的介護人材というのはどんな事業かと申します

と、介護福祉士の資格を取らせていくという事

業でございます。そうすると、介護福祉士の試

験に合格しないとお金が出ていかないというこ

とになりますので。そういう点でも実際法人が

出してくれたとしても、その分が全部返ってく

るわけではないということで、そういう点では

減額とか、あるいは試験は受けられているんだ

けれども実際は払えないとか。要するに、申請

があって請求もあるわけです。でも、実際お金

は出せないとか、そういういろんな問題がござ

いまして、ウとオにつきましては非常に大きな

金額の減額になっているところでございます。

それから、例えばイの介護未経験者就業支援

事業、これにつきましても同じようなことでご

ざいまして、私どもとしては、未経験者のター

ゲットとして主婦層あるいは定年で仕事をやめ

られた方たち、そういう方たちをターゲットに

してやっていきたいということでやっているん

ですが、対象者はいっぱいいますし、募集も学

校を通じていろんな形をとっているんですけれ

、 。 、ども なかなか集まらないと そういう点では

やはりまだ60歳を超えられたばっかりになる

と、65歳まで年金等もあって働いていらっしゃ

るとかそういう問題もあるのかなと。そういう

ことで、見込みより大分減らさせていただいて

いると、そういう状況でございます。

カの小規模事業所研修確保事業も、これも小

規模の事業所については、宮崎市内でやる一元

的な研修ではなかなか遠方の方が来られないと

いうことで、地元の近くで、例えば日向とか児

湯とか小林とか都城とか、そういうところでや

りたいということでやっていまして、実はそう

いうところに小規模はいっぱいあるんですけれ

ども、お声がけをしても出してこられる法人が

こちらが見込んでいるほどはないと。そういう

ようなもろもろの理由で減額をしていると、そ

ういう理由でございます。

何となくわかりましたけれど、法○丸山委員

人に対する補助ということですから、法人が

ひょっとしたら使いづらかったとか 本来は2025。

年に向けて4,000人近くの介護人材が足りないと

いうデータを記憶しているもんですから、どう

やって確保していくのか。もう少し使いやすい

事業にしたりとか、また有効的に介護に携わる

人がふえるような仕組みを、やっぱりマイナー

チェンジといいますか、改革をしていかないと

いけないと思っている。その辺の考え方は何か

あるんでしょうか これは 国でばしっと決まっ。 、

ていて、なかなか宮崎県だけががっと変えるこ

とは難しいのかもしれません。何かそういうの

があるのか教えていただければと思うんですけ

れども。

丸山委員のおっしゃると○木原長寿介護課長

おりでございまして、私どもも使い勝手がいい

ようにしたいなというのと同時に、私どもの事

務量も減らしたいなというのが本音でございま

す。

例えばオの事業でございますと、中核的介護

人材となる介護福祉士の試験の合格発表が３月

の下旬になります。そうすると、３月の下旬か

ら、法人もそれから私どももお互いにすごいハ

ードスケジュールになっています。実際、介護

福祉士を取るためには実務研修というのを受け

ないといけませんで、そういうものまで含めま

すと大体10万を超える金額が必要なんですけれ

ども、現時点では実務研修を受けて終わった方

に４万円、それから試験に合格されると６万円

という形にしているんですけれども、実際10万
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円以上かかると。さらに、とりやすいようにし

ていくことが今後の目的であれば、できること

でしたら、資格を取得しようと学校に通う段階

でそういう金額を出していけばいいんじゃない

だろうかとか、そういうことで今検討している

ところでございます。

今検討している内容は、宮崎県独○丸山委員

。自でできるということでよろしいんでしょうか

今私どもで検討している○木原長寿介護課長

というところで、そこを国の要綱と見比べてと

いうところまでは、まだ私自身は確認をしてい

ません。

できれば、その要綱を含めて、国○丸山委員

にも変えるべきことがあるのなら、宮崎県だけ

ではなくて九州各県なり全国知事会を含めて、

やりやすい形にしていかないと。2025年問題と

、いうのは全国一緒の悩みだと思っていますので

その話をしっかりやれるようにお願いしたいと

思います。その辺のこともよろしくお願いした

いと思っております。

ほかに、長寿介護のほうであり○右松委員長

ますでしょうか。

今の関連する流れで、考え方とし○有岡委員

て、キャリア達成度の周知をするために各事業

所に派遣をして説明をするというような仕組み

があったと思うんです。先ほど集まりはするけ

れども、なかなかその地域に集まっていただけ

ないという話がありましたけれども、やはり積

極的にやるためには、将来的にはそういう専門

の方を派遣して、そこで介護制度の問題点とか

の話をして、経営者側やそこで働く方たちの話

を聞く、そしてそこでアドバイスをするとか、

もっとそこ辺まで踏み込んで確保していくよう

な努力をする時期が来るんじゃないかと思うん

です。少し飛躍した考え方かもしれませんが、

そういう巡回して指導ができるようなアドバイ

ザー的なことも考えていく必要があるのかなと

、 。感じているんですが いかがなものでしょうか

委員のおっしゃるとおり○木原長寿介護課長

だと思っております。

現時点では、歳出予算説明資料の138ページの

一番上の（事項）介護保険対策費の説明欄の４

でございますけれども、介護職員処遇改善特別

支援事業で、委員がおっしゃられた社労士の先

生たちを11人ほど宮崎県内の施設に巡回させて

おります。書いてございますとおり、処遇改善

でございますので、処遇が１から５までござい

ますが、その中で処遇改善をとっていない200の

施設を現時点では重点的に、それから処遇の２

とか３とか そこをもう一つ１ぐらいまでにアッ、

プさせようということで、そういうところを巡

回させております。

結果といたしましては、平成31年４月からで

ございますけれども、処遇改善をとっていない

ところの75％が前向きに考えていくということ

で回答いただいているということですので、そ

の中には、当然、とる以上はキャリアアップと

かいろんな資格も取っていくとか、あるいは労

働環境の整備とかそういうことを満たしていく

必要がありますので そういう点ではうまくいっ、

ているんではないかなと思っております。

それから、事業所によってはトップがなかな

かというところもございますんで、この事業で

はございませんけれども、50人未満の小規模の

法人を対象にして、管理者あるいは経営者を集

めて人事関係あるいは職員処遇関係の研修も小

規模単位で行っておりまして、今のところ県内

６単位でやっております。

委員が言われた県内全部をやっていく時期で

はないのかという点については、今は介護職員
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処遇改善特別支援事業の中でやっているという

ことでございます。

福祉保健課のほうに少し戻ります○丸山委員

けれども、先ほど原資を積み増しするというこ

とだったんですが、2,000万円積み増しすること

で、福祉と介護の人材の貸し出しをどれぐらい

の方々にどれぐらいずつふやしたいのかという

のを教えていただければいいかなと思いますけ

れども。

これまでも原資につきま○小田福祉保健課長

、してはずっと積み増しを行ってきておりまして

。 、それに応じて貸し出しも行っておりました 今

貸し出しの原資の残が約４億4,000万円ございま

す。単純に計算すると、この介護福祉士とそれ

から社会福祉士の就学資金に関しては、介護福

祉士につきましては１人当たり最大で168万を支

援をするということになりますので、今の原資

の残でいきますと、介護福祉士でいえばおよ

そ260人ぐらいというふうなことにはなります。

もちろん、それ以外の実務者それから離職した

介護人材の貸し付け事業もあります。ここにな

りますと１人当たり20万ぐらいですので、例え

ば2,000人とかいう形にはなると思いますが。た

だ、これまでも４年に一度、国のほうから原資

の積み増しがありますので、今後もそれは継続

していくだろうと思っています。

今回のこの2,000万円の積み増しについては、

その４年に一度の積み増しとは別に補正予算と

して対応したものです。また数年後には原資の

積み増しが数億円程度あるのかなと思っていま

すので、それに応じて貸し付けの人もふやせる

ということになります。介護人材の確保をこれ

によって図っていきたいと思っています。

これ、県がやっている事業と、ハ○丸山委員

ローワークを通じて国がやっているのといろい

ろあるんですが、なかなか借り手も少ないとい

う話も。応募期間が短かったりとかするもんで

すから、借りづらいとかその辺の是正もしてい

、 、かないと 先ほどから言われる2025問題の介護

福祉の人材確保というのは非常に厳しいんじゃ

ないかと思っているんですが、その辺の議論と

いうのはどの辺まで進んでいるのか教えていた

だければと思っているんですが。

委員のおっしゃるいわゆ○小田福祉保健課長

る公共職業訓練として介護福祉士の養成科とい

うのが今用意されておりまして、これについて

も養成施設に対して委託をして、そこで募集を

して、訓練費についてはほぼ無料で実施をする

というものでございます。おっしゃるように、

ことしで行きますと、１月19日から３月２日ま

。 、でが募集期間だったようでございます これは

全体の定員数が大体50名で、ことしの４月１日

には45名ぐらい入校されているということでご

ざいます。

私どもの介護福祉士の貸し付け事業、これに

ついては新規のものが、例えば介護福祉施設で

いきますと、今年度は34名ということで、合わ

せると80名ぐらいかなと思っています。介護福

、 、祉施設の全体の定員が277名ですので もう少し

こちらの貸し付け事業の人数を伸ばしていかな

いと、介護人材の確保は難しいのかなと思って

います。ですから、今、施設の充足率が48.4％

とちょっと低い状況なので、やはりこの貸し付

け事業についてはもう少しＰＲをしてどんどん

借りていただくようなことが必要なのかなと

思っています。

この公共職業訓練の事業と当課の事業で関係

機関同士で調整をするというお話は、まだ手に

ついておりませんので、それは機会を見つけて

やっていきたいなと思っています。
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なかなか充足率といいますか貸し○丸山委員

付けと公共のほうを含めてもかなりまだ足りて

いないといいますか、定員には未達なもんです

から、これをふやしていくことによって、2025

年に向けてマンパワーの確保が喫緊の課題だろ

うと思っております。これは、福祉保健部だけ

ではなく よく言われる教育委員会を含めてしっ、

かり取り組んでいかないと進んでいかない。

教育委員会の福祉科というのも非常に定員割

。 、れしている現状もあると もっと前の段階なり

もしくは福祉に携わる人材に希望があるんだよ

というような形にしていかないと。ただ単にき

ついとかそういうのがレッテル貼られている状

況ですので、全体的なブラッシュアップ、違う

イメージといいますか、それをしていかないと

なかなか人材は集まらない状況で、特に人手不

足というのが人口減少によってさらに拍車がか

かるんじゃないかと思っておりますので、しっ

かりと取り組んでいただくようお願いしたいと

思っております。

ほかにありますでしょうか。○右松委員長

健康増進課の157ページの指定難病○西村委員

医療費について伺いたいんですけれども。難病

関係の団体の方からは非常に要望、陳情活動も

盛んにされているんですが、指定難病にされる

と国からの医療費助成というものが出ると思っ

ていますが、思ったよりも補正の返還が多いと

いうことは、そこまで頼られなかったというこ

となのか、全体的にこの指定難病にされている

数の推移も含めて教えていただきたいと思いま

す。

難病の医療費に関係する○矢野健康増進課長

部分でございますが、今回減額補正に至った理

由としましては、国のほうで指定されておりま

す指定難病の疾病の数がふえたということでご

ざいまして、それに伴って受給者の数がふえる

のではないかという想定のもとで予算を見込ん

だところでございますが、想定よりもちょっと

受給者の数がふえなかったというのが一番大き

な原因と思っております。

その特定疾病の数でございますが、平成27年

に法律が施行されまして、指定難病の数が110か

ら306にふえ、その後、平成29年に306から330ま

でふえたところでございます。患者数につきま

しては、平成27年の時点で9,235名でございまし

たが、そこから平成29年にかけて思ったほど伸

びなかったと。平成29年については9,897名と

なっておりますので、その対象疾病の方が思っ

たよりも伸びが少なかったというのが今回減額

補正に至った大きな原因と考えております。

県内でも約１万人ぐらいの方がそ○西村委員

の特定疾病になっているということなんですけ

れども、その方々のその疾病を診てもらう医療

費というのは全額負担になるんですか、一部負

担になるんですか。

難病の治療につきまして○矢野健康増進課長

は、基本的には通常の医療保険の負担になると

いうことで、その医療保険が適用になった後の

自己負担分を軽減するというような仕組みに

なっております。それは、患者さんの所得とか

あるいは年齢などに応じまして月当たりの上限

額などが決まっておりますので、それに基づい

た上限額まで自己負担が軽減されるような形で

支払いが行われます。

その特定疾病にかかっているとい○西村委員

うか、特定疾病に認定されている方の中で、現

在、高校生以下の子供は何割ぐらいいらっしゃ

るんですか。わからなかったら後でいいです。

子供につきましては、小○矢野健康増進課長

児慢性特定疾患というのがございまして、こち
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らは704疾患がございますが、こちらで認定され

ると公的な費用の助成が受けられるという仕組

みがございます。その患者数につきましては、

平成28年３月31日現在で、延べで867名と、複数

の疾病にかかっている方がいらっしゃいますの

、 。で 実人数でいきますと848名となっております

ありがとうございます。○西村委員

健康増進課のほうでありますで○右松委員長

しょうか。

158ページの健康長寿社会づくりプ○丸山委員

ロジェクト推進事業の中の1,600万円減額になっ

（ ） 、ている ２ の愛の予防接種助成事業について

もう少し詳しく教えていただければありがたい

かなと思っておりますが。

当初の予算では、全市○永野感染症対策室長

町村が大体50％の接種率で実施していただける

ように予算は組んでおります。この事業は市町

村が実施するところに県が助成をするという形

になっておりまして、実際、全市町村ではあり

ません。この事業を採択している市町村は、ロ

タウイルスとおたふくかぜなんですけれども、

ロタウイルスが15市町村、おたふくかぜが18市

町村ということになっておりまして、１市町村

はおたふくかぜでもこちらの助成を受けずに

行っているところもありますが、そのような状

況で減額とさせていただいております。

助成があったほうがやりやすいと○丸山委員

思うんですが、必要としなかったところは、や

らなかったというわけじゃなくて単独でやった

ということなのか、どういうふうに理解すれば

よろしいでしょうか。

これは任意接種でござ○永野感染症対策室長

いますので、市町村の助成がなくても保護者の

方が必要だと思えば助成を受けずに受けること

はできますけれども、助成があったほうが多分

保護者の方もしやすいと思います。市町村が実

施していないところに関しては、我々もいろい

ろな会議とかの場面で取り組んでいただくよう

にお願いをしているところでございます。

その市町村の理解がなかったと○丸山委員

思ったほうがいいのか、それとも助成する費用

がなかなか出しづらいと思ったのか、どちらだ

と認識すればよろしいでしょうか。

当然、市町村にも費用○永野感染症対策室長

負担が生じますので、市町村の中で予算要求し

ていただく中で、必要性が認められなかったと

いうか、予算獲得まで至らなかったという市町

村もあると思います。

けれど、やっぱりおたふくかぜを○丸山委員

含めてやったほうが親御さんとしては安心とい

いますか、科学的には多分大丈夫ということで

ワクチン接種は認められていると思っているん

ですが。その辺の理解をしっかり県のほうも。

ことしも引き続きやるのかわかりませんけれど

も、もう少し市町村に対して説明をしてもらっ

て、費用も多額にかかるというわけではないと

いう気がするもんですから。接種をすることに

よって後の医療費がかからないよとか、そうい

う説明をすれば、接種したほうが後の医療費が

ふえませんよというような話につながるんじゃ

ないかと思うんですけれども。その辺の説明を

含めてしっかりやっていただきたいかなと思っ

たんですけれども、その辺はどういうふうにや

られたのかを含めて教えていただければと思っ

ております。

毎年市町村を集めての○永野感染症対策室長

会議を年に１回しておりますので、そのときに

医師会の担当理事の先生や全市町村に来ていた

だきまして、このロタウイルスワクチン、あと

おたふくかぜワクチンをすることによって病気
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になる割合が減るとか、そういう説明は市町村

にしておりますし、医師会のほうからこの予防

接種の助成をしていない市町村には要望もされ

たとお伺いしておりますので、折に触れ、その

ようなことを説明していくことは大事かなと

思っております。

また、これは任意接種のおたふくかぜとロタ

でございますけれども、定期予防接種に関しま

しては法律で決まっておりますので全市町村無

料でされております。その予算も市町村の単独

予算でございますが 確保に向けてかなり頑張っ、

ていただいているところでございますから、そ

れにまた任意を追加するということで市町村も

かなり努力をしていただいていると思っており

ます。

ぜひ、市町村と連携しながら、で○丸山委員

きる限り全ての市町村が同じベースになるよう

にやっていただいて。あとは任意接種でありま

すので、それは親御さんの考えることかもしれ

ませんけれども、できる限り全市町村が同じレ

ベルになるようにお願いしたいと思っておりま

す。

衛生管理課に動物愛護センターのことをお伺

いしたいんですが。多分、ことし４月で丸１年

じゃないのかなと思っているんですが、まず予

算的なことじゃなくて全体的なことを。この宮

崎市と連携してつくられた施設がどう機能した

かというのを約１年間振り返ってみて、どう考

えているのかをまず教えていただければありが

たいかなと思っております。

、○樋口衛生管理課長 委員の御質問なんですが

動物愛護センターは４月から開所しまして、毎

、 。 、週日曜日 譲渡会を開催しております これは

、 、台風の日も開催しておりまして 平均で約100名

詳しく言うと86名程度来ておりまして、県と市

合同で譲渡会を開催すると。その中で、動物愛

護団体と個人が持ち込む犬、猫も含めて譲渡会

をやって、今年度、宮崎県において引き取り頭

数とか捕獲、保護する頭数が減ってきておりま

す。それは、これの影響があるのかなと思って

います。

もう一つ、中核センターということで、こと

し「いのちの教育」という動物介在教育を小学

校４年生を対象にやりまして 命の大切さといっ、

たものを伝えて動物愛護の精神を醸成すると。

当初20校モデルを考えておりましたけれど、い

ろいろ要望がございまして、今年度は29校とい

うことで実績が上がっておりまして、来年度も

ぜひやってほしいと。そしてこのいのちの教育

に関しましては、市内の小学校も対象としてお

りますので、その部分につきましても県と市共

同でうまくやっていると思っております。

譲渡会のほうも毎週やっていただ○丸山委員

いているということで、殺処分された犬、猫は

、かなり減っているんではないかと思うんですが

具体的にどれぐらい減っているという数字があ

れば教えていただければと思っておりますが。

まず、捕獲頭数でござい○樋口衛生管理課長

ますけれど、１月末現在、去年と比べましてマ

イナス112頭となっております。かなり減ってお

ります。

それと 引き取り頭数なんですけれど 犬が28、 、

頭減、そして猫に関しては106頭減となっていま

す。

殺処分される犬とかはどうなって○丸山委員

いるか、教えていただけますか。

１月末現在でございます○樋口衛生管理課長

けれど、昨年度と比較しまして、犬の殺処分数

は69頭減っております。猫が175頭減っておりま

す。
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69頭と175頭減っている中で、何頭○丸山委員

殺処分されというのを教えていただければ。ゼ

ロにするというのがあったと思いますので、教

えていただきたいと思います。

今年度１月末現在で犬、○樋口衛生管理課長

猫合わせまして446頭ということになっていま

す。

なかなかゼロにするのは難しいと○丸山委員

思っているんですけれども、その中で、私も高

崎に行かせてもらって、地元の方から聞くと、

私は県北のほうはまだ行っていないんですが、

宮崎市のほうは物すごくいいんだけれども、動

物保護管理所は非常に古くて大変だということ

も聞いている。その辺の今後のあり方について

はどう考えているのか教えていただきたいと

思っているんですが。

確かに、動物保護管理所○樋口衛生管理課長

は、今委員がおっしゃったように、高崎と門川

にありまして、この２カ所で殺処分はやってお

ります。どうしても老朽化、いろんなところが

ございますので、年度ごとに補修できるところ

は補修していって、譲渡できる分については宮

崎の愛護センターに持っていって、そこで譲渡

推進という形をとっていきたいと考えておりま

す。

本当、宮崎のほうが物すごく光が○丸山委員

当たり過ぎていて、高崎と門川が非常に手薄に

なっているような気もするもんですから、しっ

かり対応していただきたいのと、高崎のほうに

聞くと、捕獲された犬を近くの犬とか猫を確保

するところがレスキューして、その方のおかげ

で殺処分されなかった事例も何件かあるらしい

というのを聞いたもんですから、やっぱり地域

。との連携をしっかりしないとというのが一つと

都城のほうで、この前、ブリーダーみたいな

方が逮捕されたものですから、ああいう方がい

るとやっぱり大変厳しいのかなと思います。あ

あいう方も含めてしっかり行政処分なり警察と

連携しながらやらないといけないと思っていま

すので、事件を踏まえて、県全体でも１人の方

が何十頭も飼っているところがあるという話も

若干耳にするもんですから、そういうところの

指導徹底を今後どうやろうとしているのかを教

えていただきたいと思っております。

ただいま委員がおっ○樋口衛生管理課長

しゃったのは、高崎町の事例でございまして、

犬が60頭、70頭ぐらいいまして、それで保健所

、 、と警察が連携して行政指導をやって その結果

今回告発に至って逮捕となっております。

ほかの事例に対しましても、やはり段階を踏

みながらそういったことをやっていきたいとは

思っております。

それと、愛護団体のレスキューについて、そ

ういったものも今後考えていかないといけない

とは思っております。

ぜひ、適切に連携をとって、１人○丸山委員

が何十頭も飼っているのはどう見ても異常です

ので、その辺は地域住民からかなり苦情もあっ

ているのは保健所を通じて多分耳に入っている

と思っておりますので、しっかりとした対応を

今後ともしていただくようお願いしたいと思っ

ております。

そういうブリーダーを指導する法○井本委員

律というのはあるんですか。

まず、ブリーダーは動物○樋口衛生管理課長

愛護管理法の中のいわゆる動物取扱業 こういっ、

たブリーダーが販売とかをするためには許可が

要ります。平成25年度に施行された改正動物愛

護管理法の中で、終生飼養がうたわれておりま

して、飼えなくなった犬、猫、これは法律の中
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では自治体が引き取ることになっていますけれ

ど、ブリーダーについては特別の理由がない限

り引き取らないと そこはちゃんと最後まで飼っ。

てくださいということが全国的な流れとなって

おります。

行政はブリーダーを指導すること○井本委員

もできるわけですか。何か、立入検査とかそん

なことはできるようになっているのですか。

各保健所にそういった資○樋口衛生管理課長

格を持っている獣医師がいまして、そういった

方が立ち入る権限はございます。

、○井本委員 私も門川へ行ってみたんだけれど

本当、ちょっと何かみすぼらしいというか、そ

して働く人もあんなところじゃあ元気も出らん

という感じがしました。だから、あそこは全然

あれから変わっていないのかな、施設のやり方

は全く。お金を入れて少しきれいにするとか、

そんなことは考えていないのかな。

御指摘のところなんです○樋口衛生管理課長

けれど、全体的な施設自体は古いんですが、中

を補修したりとかいろんなゲージを積み上げた

り、そういったことで何とか今の施設を利用し

てやっていきたいと考えております。

犬のほうは接種しないといけない○丸山委員

ということが、狂犬病予防法に。猫はなかなか

厳しいと聞くもんですから、今、猫ブームでふ

えているし、本当に猫というのはいろんなとこ

ろでばっと何十頭もいるようなところも結構あ

るような気がするもんですから。それに対する

指導徹底というのは、なかなか、狂犬病予防法

とかないから難しいという話は聞いているんで

すが、何らかの対策を今後考えていかないと、

問題が出てくるんじゃないかと思っているんで

す。その辺は、何か県としては手を出せる方法

というのはあるんでしょうか。

委員おっしゃるとおり、○樋口衛生管理課長

犬に関していいますと狂犬病予防法そして宮崎

県犬取締条例、これによって離れた犬について

、 。 、は保護 捕獲できることとなっています ただ

猫についてはそういった法律がございませんの

で 外ではなくて室内飼いをお願いしますといっ、

た啓発。それと、もう一つは地域猫といいまし

て、そういった猫を避妊して返してふやさない

といったものがございます。こういったものも

今後積極的に取り組んでいかなくてはいけない

なとは考えております。

ぜひ、今言われた避妊をして、で○丸山委員

きるだけ数を抑制といいますか、これ以上ふえ

るといけないということは何となくわかってい

ますけれど、指導はなかなかまだ徹底していな

いというのが現実じゃないかなと思っておりま

すので、もう少し一歩踏み込んでやっていただ

ければありがたいかなと思っております。よろ

しくお願いいたします。

こども政策課の163ページ、地域子○西村委員

ども・子育て支援事業の中の放課後児童クラブ

事業が補正で非常に減額しているんですが、こ

れは、県内全体的に児童クラブを、本当は拡大

してほしいという要望も聞くんですけれども、

この事業費自体は、例えば市町村のやる事業の

支援ということでよろしいんでしょうか。

今お尋ねの放課後児童○髙畑こども政策課長

クラブ事業というのは、少子化対策事業の一環

でございまして、基本的には運営費とかあるい

は設備費とかございますけれども、そういった

ものに対しまして、国、県、市町村それぞれ３

分の１ずつ助成をしているというところでござ

います。

ということは、市町村を通じて上○西村委員

がってくるものが少なかったということでいい
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のか。例えば、地域的に、宮崎市あたりはもっ

ともっと児童クラブが欲しいけれども、その他

の地域が余りなかったとか、そういうことなん

でしょうか。

今回この放課後児童ク○髙畑こども政策課長

ラブ事業で約6,500万円ほど減額をさせていただ

いております。この大きな要因が施設整備に絡

むものでございまして、一つは施設整備費の負

担割合でございます。基本的に、例えば公立の

場合は国３分の１、県３分の１、市町村３分の

１、先ほど申し上げたとおりでございますけれ

ども、これが例えば待機児童等が発生している

市町村に対しましては、かさ上げ補助がござい

、 、 、まして これが 国の３分の１が国が３分の２

県、市町村の３分の１が６分の１に減るという

ことで、そういったことによる減。

それから、３市町で、事情によりまして施設

整備の予定を見送ったということがございまし

て、施設整備費として大きく減額をしていると

ころでございます。

世間のイメージは、児童クラブを○西村委員

もっと充実してほしいという要望が多い中で、

なかなかこの対応が進まないというところは、

先ほどの国の補助率が上がったからこれも減っ

たという説明もありましたけれども、その３市

町が見送ったところも踏まえて、実際に困って

いる方々がいるのに進まない理由というのが

ちょっとよくわからないんですけれども。

昨年５月１日現在で、○髙畑こども政策課長

県内に249クラブがございます。年々ふえており

ますけれども。その一方で、待機児童と言われ

る子供が昨年５月１日現在で359名県内にいま

す これは 一昨年の444名と比べてみますと100。 、

名ほど減っておりますけれども、依然として359

人ということで多くの待機児童が発生しており

ます。

その一つの要因としましては、放課後児童ク

ラブというのは、学校の空き教室であるとか、

あるいは児童館等を利用しているわけでござい

ますけれども、特に最近学校の空き教室になか

なかスペースがないといったこともございまし

て、思うように進んでいないと。そういったと

ころで、市町村では、新たに施設整備に乗り出

す市町村があるわけでございますけれども、財

政状況であるとか、あるいは施設整備を行う場

所の問題であったりとか、そういったことで待

機児童が発生しているということです。

ただ、今後ますますこの預け入れを希望する

、保護者の方や家庭はふえてくると思いますので

この待機児童の解消につきましては、施設整備

を含めて、市町村と連携しながらその解消に向

けて取り組んでいく必要があろうかと思ってお

ります。

ちなみに、その見送りした３市町○西村委員

はどこなんですか。その３市町ばっかりが悪い

わけじゃないでしょうけれど。

小林市、日向市、三股○髙畑こども政策課長 ※

町で、事情により見送りがなされたところでは

ございます。

聞いてよかったです。ありがとう○西村委員

ございます。

こども政策のほうはどうでしょ○右松委員長

うか。ほかにあれば。

171ページの児童相談所運営に関す○丸山委員

る経費が、一時預かりがふえて増額補正しまし

たという説明だったんですが、こういう一時預

かりがふえるということは、虐待を含めて事案

が増加傾向にあるということなのかを含めて、

実態も少し教えていただければと思っておりま

※45ページに訂正発言あり
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す。

まず、児童相談所の一○松原こども家庭課長

時保護の実績ですけれども、28年度の延べ人員

が6,211名だったのですが、29年12月時点で既に

それを超える6,800人余という形になっておりま

す。

これにつきましては、虐待の通告増、相談増

というのもあろうかと思うんですけれど、今年

度の特徴として、一つ言えることが、乳幼児に

関する相談というのが多いと。乳幼児につきま

しては、安全確保という意味から一時保護につ

ながりやすい状況がございまして、そういった

ところから一応このケースがふえてきていると

考えております。

具体的に乳幼児はどれぐらいふえ○丸山委員

たのか。これで見ると五、六百人ふえたという

ように見ていいのか、どういうふうに見ればい

いのかを含めて教えていただければと思うんで

すが。

。○松原こども家庭課長 申しわけございません

実数的にこの数字が伸びたというのはつかまえ

ていないんですけれども、今回補正予算を組む

に当たりまして、各児童相談所に一時保護の実

績を聞く中で、そういったケースが多い傾向に

あると伺っておるところです。

我々、子供の貧困の連鎖をとめな○丸山委員

くちゃいけないということでいろいろ特別委員

会をつくってやっている中で、やっぱり貧困の

連鎖がなかなかとまっていないからこういうこ

とになるのか。こういう支援が児童相談所でで

、きるんじゃないかなというようなことがあれば

また教えていただきたいのと。

ふえているというのは、宮崎では、貧困がま

だまだ進行しているというような状況なのか。

感覚的にでもいいですので、お答えいただけれ

ばと思っておりますけれども。

虐待の発生要因、リス○松原こども家庭課長

クの要因として、確かに貧困という部分は一つ

あるとは思いますけれども、その虐待の発生が

貧困があることによって即つながるんだという

状況にはないと思います。

今年度、事実上、そういうような虐待相談対

応件数が伸びている部分について、一番大きい

要因としましては、虐待種別の中で心理的虐待

という部分がふえているところが大きな特徴で

あります。この内容は、子供がいる前で兄弟の

お兄ちゃんを虐待したときに弟、妹が心理的に

ダメージを受けるというものでありますとか、

いわゆる面前ＤＶと言いまして、子供の前で配

偶者間の暴力が行われるというようなところが

あって、そういった部分については警察等がか

なり積極的に児童相談所への通告とかに力を入

れてくださっている状況もあって伸びている部

分が、今年度の特徴だと考えております。

我々、条例をつくるためにいろい○丸山委員

ろやっていたときに やっぱり家庭の教育をしっ、

かりやっていかないといけないということで、

やっていたんですけれども。そういう子供の前

で両親がけんかするとか、やっぱり異常な感じ

がするんですが、それぐらい子供に対してはい

い環境じゃないというように思っているもんで

すから。今後そういう事案を少なくするために

は、一つ一つの積み重ねだと思っているんです

が、こういうケースがやっぱりふえないほうが

いいと思っていますので、まず、何が必要なの

か、児童を担当する身として感じていることが

あれば教えていただければと思うんですが。

虐待につきましては、○松原こども家庭課長

虐待を行っている者、保護者が虐待と認識しな

いまま行ってしまっているというところも一つ
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大きな問題だと考えておりまして、子供にとっ

ての虐待はこういうものだと正確に理解をして

いただくような普及啓発とかも非常に大事だと

考えております。

これについては、各種広報とか研修事業を取

り入れておりますので、そこにさらに力を入れ

て認識を深めていただくような形をとっていく

必要があるのではないかと考えております。

できる限り、虐待が少なくなるこ○丸山委員

とが一番いいけれど、まず相談がないと見つけ

られないので相談のしやすい環境のおかげかも

しれません。これは推移がずっと上がる一方で

はなくどこかでとまって少しずつでも下がるよ

うな、子供たちが安心して暮らせるような形に

なるようにぜひ頑張っていただきたいと思って

おります。

済みません、先ほどの○髙畑こども政策課長

放課後児童クラブの関係で、今年度見送ったと

ころを、私、小林市、日向市、三股町と申し上

げましたけれども、３市町で間違いはないんで

すが、より正確に申し上げますと、小林市、三

股町につきましては 新しく新設するのを見送っ、

たという形でございます。同じ施設整備の中で

も、日向市の場合は、いわゆる環境整備という

ことで既存のいろんなクラブの設備の改修とか

そういったものを見送ったということでござい

ますので、正確にはそういった表現で訂正をさ

せていただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。

よろしいでしょうか。○右松委員長

それでは、次に、その他報告事項に関する説

明を求めます。

宮崎県自殺対策推進セン○小田福祉保健課長

ターの設置について御報告いたします。

お手元の常任委員会資料の４ページをお開き

ください。

まず、１にありますこのセンターの設置目的

についてであります。

自殺対策基本法の平成28年の改正で、都道府

県それから市町村の自殺対策計画の策定が義務

化されましたことから、県内市町村の自殺対策

計画の策定を促進し、関係機関が連携して地域

、の状況に応じたきめ細やかな自殺対策を総合的

効率的に推進するために設置するものでありま

して、３月の自殺対策強化月間に合わせまして

その初日の３月１日に設置したところでありま

す。

。２のセンターの設置概要についてであります

（１）設置場所につきましては、自殺対策を

所管しております福祉保健課に設置しておりま

す。

（２）組織構成につきましては、当課の地域

福祉保健・自殺対策担当リーダーをセンター長

といたしまして、自殺対策にかかわる担当者２

名の計３名で構成し、市町村への支援等につい

て専門的な見地から機動的に対応できるように

しております。

（３）所管業務につきましては、市町村の自

、殺対策計画の策定支援のほか自殺対策事業など

当課で実施しております自殺対策業務を所管す

ることとしております。

３のセンターの特色についてであります。

（１）市町村自殺対策計画の策定支援につい

てであります。

１つ目の丸にありますように、国が作成しま

す市町村ごとに自殺に関する特徴をまとめた分

析データ プロファイルということでござい─

ますけれども、これをもとに各市町村の計画策

定についての助言等を行うことにより支援して

まいります。また、２つ目の丸にありますよう
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に、各保健所及び精神保健福祉センターに配置

します自殺対策連携推進員が、当センターと連

携しながら市町村の計画策定を支援してまいり

ます。

それから （２）生活困窮者自立相談支援機関、

との連携についてであります。

地域において、自殺対策に関する包括的な支

援体制を構築する上では、福祉分野、とりわけ

自殺の要因を考えますと、生活困窮者自立支援

制度との連携が重要だと考えております。この

ため、１つ目の丸にありますとおり、この制度

を所管しております当課の保護担当が実施する

会議や研修会で自殺の現状等を説明する機会を

、 。 、設けるなど 連携を強化してまいります また

２つ目の丸にありますとおり、各保健所の自殺

対策連携推進員が、保健所が実施する研修会等

に福祉事務所など生活困窮者自立相談支援担当

機関の担当者に参加をお願いするなど、顔の見

える関係を築いて地域における連携強化を図っ

てまいります。

このようなセンターの取り組みを通じて、地

域におけるきめ細やかな自殺対策の推進を図っ

てまいりたいと考えております。

また、県民への啓発の一環として、今月が自

殺対策強化月間となっておりますが、この期間

中、各関係機関において悩みごと一斉相談を実

施しておりますほか、今週末の３月10日には自

殺対策フォーラムを開催するなど啓発事業に取

り組んでいるところでありまして、本日、委員

の皆様の机上にお配りいたしました「ひなたの

おせっかい」の案内を掲載しましたこのマスク

ケースでございますけれども、これは街頭キャ

ンペーンで配布しました啓発グッズでございま

す。

今後とも、県民への積極的な啓発にも取り組

んでまいりたいと考えております。

説明は、以上であります。

執行部の説明が終了しました。○右松委員長

その他報告事項について質疑はありませんで

しょうか。

市町村の自殺対策計画の策定への○丸山委員

支援を行う。今現在、26市町村で、どれくらい

つくっていらっしゃるのかを教えていただきた

いと思います。

現在、６市町が策定済み○小田福祉保健課長

でございます。申し上げますと、宮崎市、都城

市、延岡市、小林市、えびの市、三股町でござ

います。

この計画自体は何年までにつくっ○丸山委員

。たほうがいいとかという指導をされているのか

また、具体的なプロファイリングをもとにして

つくるということは、どんなプロファイルとい

いますかデータがあって、それをどう活用した

ほうがいいといった細かいことが書いているの

か。同じような計画なら立てる意味がないのか

なと思って。特徴をしっかり出して書かないと

意味がないかなと思っているんで、その辺の指

導をされているのかも含めて教えていただけれ

ばと思っております。

自殺対策計画につきまし○小田福祉保健課長

ては、一応30年度中には作成をするようにとい

うことで国から指導があっておりますので、そ

れに向けて推進をしてまいりたいと、支援をし

てまいりたいと考えております。

それから、自殺の実態のプロファイルでござ

いますけれども、これは平成24年から平成28年

の全ての市町村の自殺の実態を分析した資料で

ございまして、これは国の自殺総合対策推進セ

ンターが作成をするものでございます。ほかの

地域との比較ができるように、その市町村のハ

平成30年３月７日(水)
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イリスク要因を抽出するような中身になってお

りまして、例えば年代別数ですとか率、性別、

同居人がいたかどうか、それから職業があった

かどうか、自殺の手段、それから児童生徒等の

内訳、あるいは未遂歴等々ということで。かな

り詳細なデータということで、その市町村の特

徴が出るような形にはなっているところでござ

いまして、これを踏まえて県といたしましても

その地域に合った自殺対策計画の策定を支援し

てまいりたいと考えております。

小林市、えびの市が計画立ててい○丸山委員

るんですが、それに基づいてちゃんとした実効

ある対策を打っているというふうに認識すれば

よろしいでしょうか。

自殺対策によく言われる○小田福祉保健課長

のは、特効薬はないということではございます

けれども、例えば高齢者の自殺が多い地域であ

れば、居場所づくりといいますか、そういうも

のに力点を置いてほしいとか、あと若年層が多

いところでは教育面での普及啓発をしてほしい

とか、そういう特徴はあるかと思いますので、

そういったきめ細かな支援は行っていきたいな

と思っています。

、 、○丸山委員 あと 県の体制なんですけれども

主幹と担当者２名ということなんですが、ある

程度経験といいますか、物すごく難しい分野の

部署だと思いますけれど、今後人事異動含めて

どのような体制でやっていくのか。経験者じゃ

ないと非常に重たい場所でもあるんじゃないか

なと思っているので、その辺の考え方はどうな

んでしょうか。

実は、もう既に昨年の４○小田福祉保健課長

月１日、今年度の人事異動で保健師を１名配置

をいたしました。この保健師につきましては、

既に小林市等で自殺対策に取り組んだ保健師で

ございまして、今後もそういう形で専門職員が

配置できるようには取り組んでまいりたいと

思っています。

ぜひ、専門的に指導、支援できる○丸山委員

方がいて、また現場の保健所を含めてしっかり

やっていただけるように。センターだけできて

本当に変わるのかというのが、変わらないと意

味がないと思っております 今 全国ワースト11。 、

になったということで、それに甘んじることな

く ゼロを目指すためにはもう少ししっかりやっ、

ていくんだというあかしをやっていただくよう

お願いしたいと思っています。

プロファイルなんだけれども、そ○井本委員

れを基準にしていろいろ分析とか対策を練って

いくんでしょうね。でき上がったプロファイル

は、どんなふうなものかというのがやっぱり大

きな気がするんだけれど、それを国が出すこと

はできるのかなという気もする。

私なんかが本で読むと、例えば山の中のほう

が自殺率が多いとか、海に面してないところの

ほうが自殺率が少ないとか、何かいろいろああ

いうのも細かいものがあるでしょう。ああいう

ものまでずっと載っているんですか。

基本的に、人口動態統計○小田福祉保健課長

でわかり得る情報をその市町村ごとに他地域と

分析しながら課題を抽出するという中身になっ

、 、ていまして 例えばどこで自殺があったかとか

そういうところまでは、なかなか統計的には把

握できておりませんので、そういう意味では限

界はあろうかと思っておりますが。

ただ、実は、人口動態統計には、先ほど申し

上げましたとおり、職業があるかどうかですと

か、自殺の手段ですとか、それからもちろん年

齢、性別もそうですけれども、そういったもの

が明らかになっておりますので、そういった分
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析によって地域の実態というのはある程度わか

るようにはなるのかなと思っております。あと

は、それを踏まえて、各市町村でその地域の自

殺の計画をどう策定していくかということにな

るかなと思っています。

いかがでしょうか。よろしいで○右松委員長

しょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他、何かありま○右松委員長

すでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって福祉保○右松委員長

健部を終了いたします。執行部の皆さん、お疲

れさまでございました。ありがとうございまし

た。

暫時休憩いたします。

午後２時33分休憩

午後２時34分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

採決についてですが、委員会は、日程の最終

日に行うことになっておりまして、あす、８日

行いたいと思います。再開時刻は１時30分とし

たいのですが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

本来であれば、採決後に御意見をいただくと

ころですが、今回は日程的に余裕がもう全くご

ざいませんので、この場で協議させていただき

たいと思います。

委員長報告の項目及び内容について、皆様の

ほうから御意見があればお願いしたいと思いま

す。

暫時休憩いたします。

午後２時35分休憩

午後２時40分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、委員長報告につきましてはただい

まの御意見を参考にしながら正副委員長に御一

。任いただくことで御異議ありませんでしょうか

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○右松委員長

す。

その他、何かありませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして本○右松委員長

日の委員会を終わります。

午後２時40分散会
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午後１時29分再開

出席委員（７人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 日 髙 陽 一

委 員 西 村 賢

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主査 甲 斐 健 一

委員会を再開いたします。○右松委員長

、 、 、まず 議案の採決を行いますが 採決の前に

各議案につきまして、賛否も含め、御意見をお

願いします。

暫時休憩します。

午後１時29分休憩

午後１時29分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決いたし○右松委員長

ます。

議案第55号、第58号及び第73号につきまして

は、原案のとおり可決することに御異議ありま

せんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○右松委員長 御異議なしと認めます よって

議案第55号、第58号及び第73号については原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

その他、何かありませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、何もないようですの○右松委員長

で、以上で委員会を終了いたします。

午後１時30分閉会

平成30年３月８日(木)


